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１ 前提及び背景 

 

（１）新規制基準の施行 

  平成２３年３月１１日に発生した東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故の教訓を踏まえ、

政府や国会内で原子力規制機関の在り方についての検討が進められた。その結果、独立性、中立性及

び専門技術性を持つ機関として、原子力規制委員会が平成２４年９月１９日に設置された。 

  原子力規制委員会は平成２５年７月８日に、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律（昭和３２年法律第１６６号）（以下「原子炉等規制法」という。）に基づく原子力施設に関する新

規制基準を施行し、適合性審査を開始した。 

  新規制基準は、従来の規制基準と比較すると、重大事故の発生を防止するために、地震・津波の想

定手法の見直しや火山・竜巻・森林火災の想定を追加するなど大規模な自然災害への対応強化や、火

災・内部溢水・停電などへの耐久力向上が求められた。また、炉心損傷防止対策や格納容器破損防止

対策などの重大事故が発生しても対処できる設備・手順の整備が要求されるとともに、意図的な航空

機衝突への対応などのテロ対策も新設された。 

  これらの新規制基準への適合については、平成２５年７月８日の施行段階で必要な機能が求めら

れ、適合性を確認するために、設置変更許可の審査や工事計画の審査等が行われることとなった。 

  なお、信頼性を向上させるバックアップ施設である特定重大事故等対処施設等は工事計画の認可

から５年後までに備えることが求められた。 

 

（２）事前協議 

  女川原子力発電所周辺の地域住民の健康を守り生活環境の保全を図るため、宮城県、女川町及び

石巻市（以下「関係自治体」という。）は東北電力株式会社と「女川原子力発電所周辺の安全確保

に関する協定」（以下「安全協定」という。）を締結している。 

  この安全協定は２２条の条文からなり、「安全性の確保」(第１条)、「通報連絡」(第７条)、「立

入調査等」（第１０条）や「防災対策」(第１７条)等、周辺地域の安全確保に関して定めているも

のであり、この中で「計画等に対する事前了解」として、第１２条には以下のように定めている。 

 

 

 

  

第１２条 乙（東北電力株式会社）は、原子炉施設及びこれと関連する施設等を新増設しようと

するとき又は変更しようとするときは、事前に甲（宮城県、女川町及び石巻市）に協議し、了

解を得るものとする。 
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  新規制基準の施行に伴い女川原子力発電所２号機の施設を変更することは、この条文に該当す

るため、東北電力株式会社は、関係自治体の了解を得る必要がある。 

  なお、過去約２０年間の事前了解としては「高燃焼度８×８燃料から９×９燃料への変更」（平

成１０年５月協議、平成１１年５月了解）、「１号機残留熱除去系の蒸気凝縮機能の削除」(平成１

４年６月協議、平成１４年９月了解）、「雑固体廃棄物の固形化処理の採用に伴う工事」(平成１６

年１２月協議、平成１７年８月了解）、「３号機ＭＯＸ燃料の採用」(平成２０年１１月協議、平成

２２年３月了解）、「固体廃棄物貯蔵所の増設」(平成２３年２月協議、平成２４年５月了解）及び

「１号機廃止措置計画」(令和元年７月協議、令和２年５月了解）の実績がある。 

 

 

２ 関係自治体の対応方針 

 

  平成２５年１２月２６日に関係自治体は、東北電力株式会社から女川原子力発電所周辺の安全確保

に関する協定に基づき、東北電力株式会社からそれぞれ事前協議を受けた。 

  今回の事前協議については、科学的・工学的に専門性が高いことから、回答するに当たり、参考とす

る意見を専門家から聴取するため「女川原子力発電所２号機の安全性に関する検討会」（以下「安全性

検討会」という。）を設置することとした。 

 事前協議への回答については、原子力規制委員会の審査結果及び安全性検討会で得られた専門家か

らの参考意見を踏まえ、自治体としての見解を取りまとめた上で最終的に判断することとした。 
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３ これまでの経緯 

 

  原子力規制委員会の発足から関係自治体による安全性検討会における構成員からの意見に係る事業

者の対応状況確認調査まで、女川原子力発電所２号機の安全性に関連する主な経緯を表１にまとめた。 

 

 

表３－１ 女川原子力発電所２号機に関するこれまでの主な経緯 

番

号 
年月日 できごと 

１ H24. 9.19 原子力規制委員会発足 

２ H25. 7. 8 改正原子炉等規制法の施行 

３ H25.12.26 東北電力が関係自治体に原子炉施設の変更に関して事前協議 

４ H25.12.27 東北電力が原子力規制委員会に原子力設置変更許可申請 

５ H26. 1.16 原子力規制委員会による新規制基準適合性に係る審査会合開始 

６ H26.10.16 県が安全性検討会を設置 

７ H26.11.11 第１回安全性検討会の開催 

８ H29. 8.10 基準地震動について、審査会合において概ね妥当な検討がなされたと評価 

９  R1. 9.19 東北電力は原子力規制委員会に原子力設置変更許可申請書の補正書を提出 

10  R1.11. 6 東北電力は原子力規制委員会に原子力設置変更許可申請書の補正書を提出 

11  R1.11.19 東北電力は原子力規制委員会に原子力設置変更許可申請書の補正書を提出 

12  R1.11.27 原子力規制委員会において審査書（案）が了承される 

13  R1.11.28 原子力規制委員会において審査書（案）に対するパブリックコメントを募集 

14  R1.12.20 原子力委員会委員長が原子力規制委員会に設置変更は妥当な旨の答申 

15  R1.12.20 経済産業大臣が原子力規制委員会に設置変更は妥当な旨の答申 

16  R2. 2. 7 東北電力は原子力規制委員会に原子力設置変更許可申請書の補正書を提出 

17  R2. 2.26 原子力規制委員会が原子力設置変更許可申請書に対する許可 

18  R2. 7.29 第２４回安全性検討会の開催（会議終了） 

19  R2. 8. 6 知事、女川町長及び石巻市長による女川原子力発電所の視察 

20  R2. 8.28 
関係自治体による安全性検討会における構成員からの意見に係る事業者の対

応状況確認調査 
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４ 安全性の確認 

 

（１）原子力規制委員会による審査結果 

   原子力規制委員会では、原子炉等規制法第４３条の３の６第１項第３号及び第４号の規定に関

する審査においては、以下の基準等に適合しているかどうかを確認した。 

   ・ 原子力事業者の技術的能力に関する審査指針（平成 16年 5月 27日原子力安全委員会決定）

及び実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な

措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（原規技発第 1306197号（平成 25年

6月 19日原子力規制委員会決定）。以下「重大事故等防止技術的能力基準」という。）。 

   ・ 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成 25年

原子力規制委員会規則第 5号。以下「設置許可基準規則」という。） 

   ・ 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈（原規

技発第 1306193号（平成 25年 6月 19日原子力規制委員会決定）。以下「設置許可基準規則解

釈」という。） 

   ・ 実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準（原規技発第 1306195号（平

成 25年 6月 19日原子力規制委員会決定）。以下「火災防護基準」という。）。 

 

  イ 設計基準対象施設 

    設計基準対象施設を含む発電用原子炉施設に関して変更申請がなされた内容について審査し

た結果を、設置許可基準規則の条項ごとに示す。 

 

・ 地震による損傷の防止（第４条関係） 

第４条は、設計基準対象施設について、地震により発生するおそれがある安全機能の喪失に

起因する放射線による公衆への影響の相対的な程度（以下「耐震重要度」という。）に応じた

地震力に十分に耐えることができる設計とすることを要求している。また、耐震重要施設につ

いては、基準地震動による地震力及び基準地震動によって生ずるおそれがある斜面の崩壊に

対してその安全機能が損なわれるおそれがない設計とすることを要求している。 

このため、規制委員会は、以下の項目について審査を行った。 

基準地震動 

１．地下構造モデル 

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

３．震源を特定せず策定する地震動 

４．基準地震動の策定 

耐震設計方針 

１．耐震重要度分類の方針 

２．弾性設計用地震動の設定方針 

３．地震応答解析による地震力及び静的地震力の算定方針 
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４．荷重の組合せと許容限界の設定方針 

５．波及的影響に係る設計方針 

６．炉心内の燃料被覆材の設計方針 

 

規制委員会は、これらの項目について、本申請の内容を確認した結果、設置許可基準規則に

適合するものと判断した。 

なお、規制委員会は、耐震重要施設の周辺斜面については、本申請の内容を確認した結果、

斜面法尻から対象施設までの離間距離が十分にあることから耐震重要施設の安全機能に影響

を与える斜面は存在しないことを確認し、設置許可基準規則に適合するものと判断した。 

 

・ 設計基準対象施設の地盤（第３条関係） 

第３条は、設計基準対象施設は、当該設計基準対象施設を十分に支持することができる地盤

に設けなければならないこと並びに耐震重要施設は、変形した場合においてもその安全機能

が損なわれるおそれがない地盤に設けなければならないこと及び変位が生ずるおそれがない

地盤に設けなければならないことを要求している。このため、規制委員会は、以下の項目につ

いて審査を行った。 

１．地盤の変位 

２．地盤の支持 

３．地盤の変形 

 

規制委員会は、これらの項目について、本申請の内容を確認した結果、設置許可基準規則に

適合するものと判断した。 

 

・ 津波による損傷の防止（第５条関係） 

第５条は、設計基準対象施設について、基準津波に対して安全機能が損なわれるおそれがな

い設計とすることを要求している。 

このため、規制委員会は、以下の項目について審査を行った。 

 基準津波 

１．地震に伴う津波 

２．地震以外の要因による津波 

３．地震に伴う津波と地震以外の要因による津波の組合せ 

４．基準津波の策定等 

 耐津波設計方針 

１．防護対象とする施設の選定方針 

２．基本事項 

３．津波防護の方針 

４．施設又は設備の設計方針 
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規制委員会は、これらの項目について、本申請の内容を確認した結果、設置許可基準規則に

適合するものと判断した。 

 

・ 外部からの衝撃による損傷の防止（第６条関係） 

第６条の規定は、設計上考慮すべき自然現象（地震及び津波を除く。以下本節において同

じ。）及びその組合せ（地震及び津波を含む。）並びに人為事象（故意によるものを除く。以下

本節において同じ。）により、安全施設の安全機能が損なわれないよう設計することなどを要

求している。 

このため、規制委員会は、以下の項目について審査を行った。 

 外部事象の抽出 

１．自然現象の抽出 

２．人為事象の抽出 

 外部事象に対する設計方針 

 竜巻に対する設計方針 

 火山の影響に対する設計方針 

 外部火災に対する設計方針 

 その他自然現象に対する設計方針 

 その他人為事象に対する設計方針 

 自然現象の組合せ 

大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象に対する重要安全施設への考慮 

 

規制委員会は、これらの項目について、本申請の内容を確認した結果、設置許可基準規則に

適合するものと判断した。 

 

・ 発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止（第７条関係） 

第７条の規定は、発電用原子炉施設への人の不法な侵入、爆発性又は易燃性を有する物件等

が不正に持ち込まれること及び不正アクセス行為のそれぞれを防止するための設備を設ける

ことを要求している。 

これに対し、申請者は、以下の設計方針としている。 

１．発電用原子炉施設への人の不法な侵入を防止するための区域を設定し、その区域を人

の侵入を防止できる障壁により防護し、巡視、監視等を行うことにより人の侵入防止及

び出入管理が行える設計とする。 

２．発電用原子炉施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件等の持込み（郵便物等によ

る発電所外からの爆破物及び有害物質の持込みを含む。）が行われることを防止するた

め、持込み点検が可能な設計とする。 

３．発電用原子炉施設及び特定核燃料物質の防護のために必要な設備又は装置の操作に

係る情報システムが、電気通信回線を通じた不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）

を受けることがないように、当該情報システムに対する外部からのアクセスを遮断す



Ⅰ 本編 

 

- 7 - 

 

る設計とする。 

４．これらは、核物質防護対策の一環として実施する。 

規制委員会は、申請者の設計方針が、核物質防護対策として上記の対策１．から３．を講じ

るものであることを確認したことから、設置許可基準規則に適合するものと判断した。 

 

・ 火災による損傷の防止（第８条関係） 

第８条の規定は、火災により発電用原子炉施設の安全性が損なわれないよう、火災の発生を

防止すること、かつ、早期に火災を感知及び消火すること並びに火災の影響を軽減することが

できるよう設計することを要求している。また、消火設備の破損、誤作動又は誤操作が起きた

場合においても発電用原子炉を安全に停止させるための機能が損なわれないように消火設備

を設計することを要求している。 

このため、規制委員会は、以下の項目について審査を行った。 

１．火災区域又は火災区画の設定 

２．火災防護計画を策定するための方針 

３．火災の発生防止に係る設計方針 

４．火災の感知及び消火に係る設計方針 

５．火災の影響軽減に係る設計方針 

６．特定の火災区域又は火災区画における対策の設計方針 

 

規制委員会は、これらの項目について、本申請の内容を確認した結果、火災防護基準にのっ

とり、設置許可基準規則に適合するものと判断した。 

 

・ 溢水による損傷の防止等（第９条関係） 

第９条第１項の規定は、発電用原子炉施設内における溢水が発生した場合においても安全

施設の安全機能が損なわれないように設計することを要求している。また、同条第２項の規定

は、設計基準対象施設について、発電用原子炉施設内の放射性物質を含む液体を内包する容

器、配管その他の設備から放射性物質を含む液体があふれ出た場合において、当該液体が管理

区域外へ漏えいしないように設計することを要求している。 

このため、規制委員会は、以下の項目について審査を行った。 

１．溢水に対し防護すべき設備を抽出するための方針 

２．溢水源及び溢水量を設定するための方針 

３．溢水防護区画及び溢水経路を設定するための方針 

４．建屋内の防護対象設備を防護するための設計方針 

５．建屋外の防護対象設備を防護するための設計方針 

６．溢水防護区画を内包する建屋外で発生した溢水に対する流入防止に関する設計方針 

７．放射性物質を含んだ液体の管理区域外への漏えいを防止するための設計方針 

８．溢水によって発生する外乱に対する評価方針 
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規制委員会は、これらの項目について、本申請の内容を確認した結果、設置許可基準規則に

適合するものと判断した。 

 

・ 誤操作の防止（操作の容易性）（第１０条関係） 

第１０条第２項の規定は、安全施設は、容易に操作できるよう設計することを要求してい

る。 

申請者は、想定される地震や外部電源喪失等の環境条件下においても、運転員が容易に安全

施設を操作できるよう、以下の設計方針としている。 

１．中央制御室の盤面器具は、系統ごとにグループ化した配列にするとともに、操作器具

は、形状や色等の視覚的要素により識別を容易にする設計とする。 

２．現場の弁等については、系統等による色分け及び弁等への銘板取り付けにより識別管

理できる設計とする。 

３．中央制御室については、制御盤等の固定、手すりの設置等により、地震発生時におい

ても運転操作に影響を与えない設計とする。 

４．中央制御室等の操作場所は、地震や外部電源喪失等の事象が発生した場合において

も、操作に必要な環境が維持される設計とする。 

 

規制委員会は、申請者の設計方針が、原子炉制御室や現場で操作する機器等の識別管理等を

行うものであること及び想定される地震や外部電源喪失等の環境条件下においても、運転員

が安全施設を容易に操作できるようにするものであることを確認したことから、設置許可基

準規則に適合するものと判断した。 

 

・ 安全避難通路等（第１１条関係） 

第１１条第３号の規定は、設計基準事故が発生した場合に用いる照明（避難用の照明を除

く。）及びその専用の電源を備える設計とすることを要求している。 

申請者は、以下の設計方針としている。 

１．原子炉の停止、停止後の冷却、監視等の操作が必要となる可能性のある中央制御室、

現場作業場所（計測制御電源室等）及び当該現場へのアクセスルートに、避難用照明と

は別に非常用電源から給電できる作業用照明を設置する設計とする。 

２．作業用照明として、非常用母線から給電できる非常用照明、非常用母線及び蓄電池

（非常用）から給電できる直流照明兼非常用照明又は蓄電池（非常用）から給電できる

直流照明を設置するとともに、全交流動力電源喪失時に操作が必要な場所には、作業用

照明のうち直流照明兼非常用照明又は直流照明を設置する設計とする。 

３．全交流電源喪失時における作業を実施する場合等を想定し、随時使用可能なように、

中央制御室等に電池を内蔵した可搬型照明を備える。 

規制委員会は、申請者の設計方針が、設計基準事故が発生した場合に用いる作業用照明及び

その専用の電源を備える方針としていること、また、可搬型照明を時間的余裕も考慮し準備可

能とすることにより、昼夜及び場所を問わず作業可能とするものであることを確認したこと
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から、設置許可基準規則に適合するものと判断した。 

 

・ 安全施設（第１２条関係） 

第１２条第２項の規定は、重要度が特に高い安全機能を有する系統に対して、原則として多

重性又は多様性及び独立性の確保を要求している。当該系統のうち静的機器については、長期

間（24 時間以降又は運転モードの切替時点以降をいう。以下本節において同じ。）において想

定される静的機器の単一故障を仮定しても、所定の安全機能が達成できるよう設計すること

を要求している。 

また、同条第６項の規定は、重要安全施設について、二以上の発電用原子炉施設において共

用し、又は相互に接続するものであってはならないこととした上で、共用又は相互に接続する

ことによって当該二以上の発電用原子炉施設の安全性が向上する場合は、この限りではない

としている。 

さらに、同条第７項の規定は、重要安全施設以外の安全施設について、二以上の発電用原子

炉施設において共用し、又は相互に接続する場合には、発電用原子炉施設の安全性が損なわれ

ないものであることを要求している。 

このため、規制委員会は、以下の項目について審査を行った。 

１．静的機器の多重性 

２．共用又は相互接続（重要安全施設及び重要安全施設以外の安全施設） 

 

規制委員会は、これらの項目について、本申請の内容を確認した結果、設置許可基準規則に

適合するものと判断した。 

 

・ 全交流動力電源喪失対策設備（第１４条関係） 

第１４条の規定は、全交流動力電源喪失（外部電源喪失と設計基準対象施設の非常用所内交

流動力電源喪失の重畳をいう。以下同じ。）に備えて、非常用所内直流電源設備は、原子炉の

安全な停止、停止後の冷却及び原子炉格納容器の健全性の確保のために必要とする電気容量

を一定時間（重大事故等に対処するための電源設備から電力が供給されるまでの間）確保でき

るよう設計することを要求している。 

申請者は、蓄電池（非常用）について、全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処するた

めの電源設備によって電力が供給されるまでの約 15 分間に対し、原子炉を安全に停止し、停

止後に冷却し、及び原子炉格納容器の健全性を確保するために必要な設備に 8 時間以上の電

源供給が可能な容量を備えた設計とするとしている。 

 

規制委員会は、申請者の設計方針が、重大事故等対処設備からの電力供給が可能となるまで

の間、原子炉停止等のために必要な設備に対し電源供給が可能な容量を有する蓄電池（非常

用）を備えるものであることを確認したことから、設置許可基準規則に適合するものと判断し

た。 
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・ 炉心等（第１５条関係） 

第１５条第６項第１号の規定は、燃料体について、通常運転時及び運転時の異常な過渡変化

時における発電用原子炉内の圧力等の燃料体に加わる負荷に耐えるものとすること等を要求

している。 

申請者は、燃料体は通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時における発電用原子炉内の

圧力、自重、附加荷重、核分裂生成物（以下「FP」という。）の蓄積による燃料被覆管の内圧

上昇、熱応力等の荷重に耐える設計とするとしている。 

 

規制委員会は、申請者による炉心等の設計方針が、運転時の異常な過渡変化時における荷重

に対しても耐える設計としていることを確認したことから、設置許可基準規則に適合するも

のと判断した。 

なお、申請者が本申請以前から運転時の異常な過渡変化時における荷重も考慮した評価を

行っていたことは、過去の申請から確認できる。 

 

・ 燃料体等の取扱施設及び貯蔵施設（第１６条関係） 

第１６条第２項第２号ニの規定は、使用済燃料の貯蔵施設（乾式キャスクを除く。）におい

て想定される燃料体等の落下時だけでなく、他の重量物の落下時においても、使用済燃料の貯

蔵施設の機能（遮蔽能力、最終ヒートシンクへの崩壊熱の輸送、漏えい検知等）が損なわれな

いよう設計することを要求している。 

同条第３項第１号の規定は、使用済燃料貯蔵槽の水位及び水温並びに燃料取扱場所の放射

線量について、その異常を検知し、原子炉制御室における監視等が可能な設計とすることを要

求している。同項第２号は、外部電源が利用できない場合であっても、使用済燃料貯蔵槽のパ

ラメータの監視が可能な設計とすることを要求している。 

このため、規制委員会は、以下の項目について審査を行った。 

１．使用済燃料の貯蔵施設内における重量物落下対策 

２．使用済燃料貯蔵槽を監視する機能の確保 

 

規制委員会は、これらの項目について、本申請の内容を確認した結果、設置許可基準規則に

適合するものと判断した。 

 

・ 原子炉冷却材圧力バウンダリ（第１７条関係） 

第１７条の規定は、発電用原子炉施設には原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器を

設けることを要求している。原子炉冷却材圧力バウンダリに接続している配管（以下「接続配

管」という。）のうち、通常時及び設計基準事故時ともに閉となるべきにもかかわらず、通常

時又は設計基準事故時に開となるおそれがある弁を有する配管については、原子炉側からみ

て、第 2隔離弁を含むまでの範囲を、原子炉冷却材圧力バウンダリ（クラス１機器）とするこ

ととしている。 

これに対し、申請者は、以下の設計方針としている。 
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１．通常時又は設計基準事故時に開となるおそれがある通常時閉及び設計基準事故時閉

となる弁を有する接続配管は、原子炉側からみて、第 2 隔離弁までの範囲を原子炉冷

却材圧力バウンダリとする。 

２．通常時閉及び設計基準事故時閉となる弁を有する接続配管のうち、弁の施錠管理を行

うことにより開とならない運用とする場合は、原子炉側からみて、第 1 隔離弁までの

範囲を原子炉冷却材圧力バウンダリとする。 

３．原子炉冷却材圧力バウンダリとなる機器及び配管については、原子炉冷却材圧力バウ

ンダリに加わる負荷に耐えるとともに、瞬間的破壊が生じないよう十分なじん性を有

する設計とする。また、クラス１機器としての供用期間中検査を可能とする。 

４．新たに原子炉冷却材圧力バウンダリとなる機器及び配管については、クラス１機器に

おける要求を満足していることを確認する。また、クラス１機器としての供用期間中検

査を継続的に行い、健全性を確認する。 

 

規制委員会は、申請者の設計方針が、原子炉冷却材圧力バウンダリとなる機器及び配管を抽

出するとしていること、当該機器及び配管をクラス１機器として位置付けるとしていること

を確認したことから、設置許可基準規則に適合するものと判断した。 

 

・ 安全保護回路（第２４条関係） 

第２４条第６号の規定は、安全保護回路は不正アクセス行為等による被害を防止できるよ

う設計することを要求している。 

これに対し、申請者は、以下の設計方針としている。 

１．安全保護系のデジタル計算機は、盤の施錠等により、ハードウェアを直接接続させな

いことで物理的に分離する設計とする。 

２．安全保護系のデジタル計算機は、通信状態を監視し、送信元、送信先及び送信内容を

制限することにより、目的外の通信を遮断した上で、通信を送信のみに制限することで

機能的に分離する設計とする。 

３．安全保護系のデジタル計算機は、固有のプログラム言語を使用し、一般的なコンピュ

ータウイルスが動作しない環境となる設計とする。 

４．安全保護系のデジタル計算機の設計、製作、試験及び変更管理の各段階において、「安

全保護系へのデジタル計算機の適用に関する規程」（JEAC4620-2008）及び「デジタル安

全保護系の検証及び妥当性確認に関する指針」（JEAG4609-2008）に準じて、検証及び妥

当性確認がなされたソフトウェアを使用する設計とする。 

５．発電所出入管理により、物理的アクセスを制限する設計とする。 

 

規制委員会は、申請者の設計方針が、物理的分離及び機能的分離を適切に講じるとともに、

使用するソフトウェアについては検証及び妥当性確認により、コンピュータウイルスが混入

することを防止する等、承認されていない動作や変更を防ぐことができるものであることを

確認したことから、設置許可基準規則に適合するものと判断した。 
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・ 放射性廃棄物の処理施設（第２７条関係） 

申請者は、新たに重大事故等対処施設を設置するためのスペースを確保するため、サプレッ

ションプール水貯蔵タンク等（放射性液体廃棄物の処理施設に関連する設備であり、サプレッ

ションプール水を一時的に貯留する等の能力を有するが、放射性液体廃棄物を処理する能力

を有しない。）を撤去するとしている。 

当該設備の撤去後においても、放射性液体廃棄物を処理する施設は、その能力に変更はない

としており、かつ、放射性液体廃棄物の処理施設から液体状の放射性廃棄物が漏えいすること

を防止する設計に変更はないとしている。 

なお、設備の撤去に伴い発生する放射性廃棄物は除染後、金属製の容器等に収納し、固体廃

棄物の貯蔵施設で貯蔵するとしている。 

 

規制委員会は、当該設備の撤去後においても、放射性廃棄物を処理する能力に変更がないこ

と及び液体状の放射性廃棄物が漏えいすることを防止する方針としていることを確認したこ

とから、設置許可基準規則に適合するものと判断した。 

 

・ 保安電源設備（第３３条関係） 

第３３条の規定は、保安電源設備について、安全施設への電力の供給が停止することがない

よう設計することを要求している。また、外部電源喪失時における発電所構内の電源として、

必要な電力を供給するよう設計することを要求している。 

このため、規制委員会は、以下の事項について審査を行った。 

 保安電源の信頼性 

１．発電所構内における電気系統の信頼性 

２．電線路の独立性 

３．電線路の物理的分離 

４．複数号炉を設置する場合における電力供給確保 

外部電源喪失時における発電所構内の電源の確保 

１．非常用電源設備等 

２．隣接する発電用原子炉施設に属する非常用電源設備等への依存 

 

規制委員会は、これらの項目について、本申請の内容を確認した結果、設置許可基準規則に

適合するものと判断した。 
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  ロ 重大事故等対処施設及び重大事故等対処に係る技術的能力 

   （イ） 重大事故等の拡大の防止等（第３７条関係） 

       第３７条は、発電用原子炉施設は、重大事故に至るおそれがある事故が発生した場合に

おいて、炉心の著しい損傷を防止するために必要な措置を講じること、重大事故が発生し

た場合においては、原子炉格納容器の破損及び発電所外への放射性物質の異常な水準の

放出を防止するために必要な措置を講じることを要求している。 

また、使用済燃料貯蔵槽内の燃料体又は使用済燃料（以下｢貯蔵槽内燃料体等｣という。）

の著しい損傷を防止するために必要な措置を講じること、運転停止中における発電用原

子炉内の燃料体（以下「運転停止中原子炉内燃料体」という。）の著しい損傷を防止する

ために必要な措置を講じることを要求している。 

このため、規制委員会は、以下の項目について審査を行った。 

事故の想定 

有効性評価の結果 

炉心損傷防止対策 

格納容器破損防止対策 

使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策 

運転停止中の原子炉の燃料損傷防止対策 

また、規制委員会は、申請者が有効性評価に用いた解析コードについて、その適用性を

確認した。 

 

規制委員会は、これらの項目について、本申請の内容を確認した結果、設置許可基準規

則に適合するものと判断した。 

主な項目についての審査内容は以下のとおり。 

 

  （イ）－１ 有効性評価の結果（炉心損傷防止対策） 

第３７条第１項は、発電用原子炉施設は、重大事故に至るおそれがある事故が発生した場合

において、炉心の著しい損傷を防止するために必要な措置を講じたものでなければならない

と要求している。 

同条同項の設置許可基準規則解釈において、「炉心の著しい損傷を防止するために必要な措

置を講じたもの」とは、炉心の著しい損傷を防止する対策に有効性があることを確認するとい

う要件を満たすものとしている。「有効性があることを確認する」とは、以下の（a）から（d）

の項目（以下「炉心損傷防止対策の評価項目」という。）を概ね満足することを確認するとし

ている。 

（a）炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり、かつ、炉心を十分に冷却でき

るものであること。 

（b）原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力の 1.2倍又は限界圧力を下

回ること。 
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（c）原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又は限界圧力を下回ること。 

（d）原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度又は限界温度を下回ること。 

 

・ 高圧・低圧注水機能喪失 

規制委員会は、事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」に対して申請者が炉心

損傷防止対策として計画している逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉圧力容器の減

圧、低圧代替注水系（常設）（復水移送ポンプ）による炉心の冷却等が、事象進展の特徴を捉

えた対策であると判断した。 

重要事故シーケンス「過渡事象（給水流量の全喪失）＋高圧注水失敗＋低圧 ECCS失敗」に

おいて、低圧代替注水系（常設）（復水移送ポンプ）による炉心の冷却等を行った場合に対す

る申請者の解析結果は、炉心損傷防止対策の評価項目をいずれも満足しており、また、周辺の

公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることはなく、さらに、申請者が使用した解

析コード及び解析条件の不確かさを考慮しても、解析結果が評価項目を概ね満足することに

変わりがないことを確認した。 

なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した設備

（高圧炉心スプレイ系、残留熱除去系等）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当た

ってはこれらの設備の機能回復も重要な炉心損傷防止対策となり得る。 

また、低圧代替注水系（常設）（復水移送ポンプ）による炉心の冷却等により炉心の損傷を

回避した後、原子炉格納容器フィルタベント系又は耐圧強化ベント系による原子炉格納容器

からの除熱等の対策をとることにより、原子炉及び原子炉格納容器を安定状態へ導くことが

できることを確認した。 

さらに、規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計

画が十分なものであることを確認した。 

より厳しい事故シーケンスとして選定した重要事故シーケンス「過渡事象（給水流量の全喪

失）＋高圧注水失敗＋低圧 ECCS失敗」における対策の有効性を確認したことにより、その対

策が本事故シーケンスグループに対して有効であると判断できる。 

 

以上のとおり、規制委員会は、事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」に対し

て申請者が計画している炉心損傷防止対策は、有効なものであると判断した。 

 

・ 高圧注水・減圧機能喪失 

規制委員会は、事故シーケンスグループ「高圧注水・減圧機能喪失」に対して申請者が炉心

損傷防止対策として計画している代替自動減圧回路を用いた逃がし安全弁（自動減圧機能）に

よる原子炉圧力容器の減圧、低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水モード）による

炉心の冷却等が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

重要事故シーケンス「過渡事象（給水流量の全喪失）＋高圧注水失敗＋原子炉手動減圧失敗」

において、代替自動減圧回路を用いた逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉圧力容器の

減圧、低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水モード）による炉心の冷却等を行った
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場合に対する申請者の解析結果は、炉心損傷防止対策の評価項目をいずれも満足しており、さ

らに申請者が使用した解析コード及び解析条件の不確かさを考慮しても、解析結果が評価項

目を概ね満足することに変わりがないことを確認した。 

なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した設備

（高圧炉心スプレイ系等）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれらの

設備の機能回復も重要な炉心損傷防止対策となり得る。 

また、代替自動減圧回路を用いた逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉圧力容器の減

圧、低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水モード）による炉心の冷却等により炉心

の損傷を回避した後、残留熱除去系（サプレッションプール水冷却モード）による原子炉格納

容器からの除熱等の対策をとることにより、原子炉及び原子炉格納容器を安定状態へ導くこ

とができることを確認した。 

さらに、規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計

画が十分なものであることを確認した。 

より厳しい事故シーケンスとして選定した重要事故シーケンス「過渡事象（給水流量の全喪

失）＋高圧注水失敗＋原子炉手動減圧失敗」における対策の有効性を確認したことにより、そ

の対策が本事故シーケンスグループに対して有効であると判断できる。 

 

以上のとおり、規制委員会は、事故シーケンスグループ「高圧注水・減圧機能喪失」に対し

て申請者が計画している炉心損傷防止対策は、有効なものであると判断した。 

 

・ 全交流動力電源喪失 

規制委員会は、事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（長期 TB）」に対して申請者

が炉心損傷防止対策として計画している直流電源を用いた蒸気駆動の原子炉隔離時冷却系に

よる炉心の冷却、事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（TBU）」に対して申請者が炉

心損傷防止対策として計画している直流電源を用いた蒸気駆動の高圧代替注水系による炉心

の冷却、事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（TBD）」に対して申請者が炉心損傷防

止対策として計画している代替直流電源を用いた蒸気駆動の高圧代替注水系による炉心の冷

却、事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（TBP）」に対して申請者が炉心損傷防止対

策として計画している直流駆動低圧注水系ポンプによる炉心の冷却、さらに、これらの事故シ

ーケンスグループに対して計画しているガスタービン発電機による給電、原子炉補機代替冷

却水系を用いた残留熱除去系（サプレッションプール水冷却モード）による原子炉格納容器か

らの除熱、復水移送ポンプによる炉心の冷却又は原子炉補機代替冷却水系を用いた残留熱除

去系（低圧注水モード）による炉心の冷却等が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断し

た。 

各事故シーケンスグループにおいて、原子炉隔離時冷却系、高圧代替注水系、低圧代替注水

系（常設）（復水移送ポンプ）、低圧代替注水系（常設）（直流駆動低圧注水系ポンプ）又は残

留熱除去系（低圧注水モード）による炉心の冷却等を行った場合に対する申請者の解析結果

は、炉心損傷防止対策の評価項目をいずれも満足しており、さらに、申請者が使用した解析コ
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ード及び解析条件の不確かさを考慮しても、解析結果が評価項目を概ね満足することに変わ

りがないことを確認した。 

なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した設備

（非常用ディーゼル発電機、高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機、原子炉補機冷却水系等）

の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれらの設備の機能回復も重要な

炉心損傷防止対策となり得る。 

また、低圧代替注水系（常設）（復水移送ポンプ）又は低圧代替注水系（常設）（直流駆動低

圧注水系ポンプ）による炉心の冷却により炉心の損傷を回避した後、残留熱除去系（サプレッ

ションプール水冷却モード）による原子炉格納容器からの除熱等の対策をとることにより、原

子炉及び原子炉格納容器を安定状態へ導くことができることを確認した。 

さらに、規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計

画が十分なものであることを確認した。 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」を 4つの事故シーケンスグループ「全交流

動力電源喪失（長期 TB）」、「全交流動力電源喪失（TBU）」、「全交流動力電源喪失（TBD）」及び

「全交流動力電源喪失（TBP）」に分割し、各事故シーケンスグループにおける対策の有効性を

確認したことにより、その対策が事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に対して有

効であると判断できる。 

 

以上のとおり、規制委員会は、事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に対して申

請者が計画している炉心損傷防止対策は、有効なものであると判断した。 

 

・ 崩壊熱除去機能喪失 

規制委員会は、事故シーケンスグル－プ「崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）」

に対して、申請者が炉心損傷防止対策として計画している原子炉隔離時冷却系等による炉心

の冷却、原子炉補機代替冷却水系を用いた残留熱除去系（サプレッションプール水冷却モー

ド）による原子炉格納容器からの除熱等、また、事故シーケンスグル－プ「崩壊熱除去機能喪

失（残留熱除去系が故障した場合）」に対して、申請者が炉心損傷防止対策として計画してい

る高圧炉心スプレイ系等による炉心の冷却、原子炉格納容器フィルタベント系又は耐圧強化

ベント系による原子炉格納容器からの除熱等が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断

した。 

重要事故シーケンス「過渡事象（給水流量の全喪失）＋崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪

失した場合）」及び「過渡事象（給水流量の全喪失）＋崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が

故障した場合）」において、原子炉隔離時冷却系による炉心の冷却等を行った場合に対する申

請者の解析結果は、炉心損傷防止対策の評価項目をいずれも満足しており、また、周辺の公衆

に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることはなく、さらに、申請者が使用した解析コ

ード及び解析条件の不確かさを考慮しても、解析結果が評価項目を概ね満足することに変わ

りがないことを確認した。 

なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した設備
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（残留熱除去系等）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれらの設備の

機能回復も重要な炉心損傷防止対策となり得る。 

また、原子炉隔離時冷却系による炉心の冷却等により炉心の損傷を回避した後、原子炉補機

代替冷却水系を用いた残留熱除去系（サプレッションプール水冷却モード）又は原子炉格納容

器フィルタベント系若しくは耐圧強化ベント系による原子炉格納容器からの除熱等の対策を

とることにより、原子炉及び原子炉格納容器を安定状態へ導くことができることを確認した。 

さらに、規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計

画が十分なものであることを確認した。 

より厳しい事故シーケンスとして選定した重要事故シーケンス「過渡事象（給水流量の全喪

失）＋崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）」及び「過渡事象（給水流量の全喪失）

＋崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）」における対策の有効性を確認したこ

とにより、その対策が本事故シーケンスグループに対して有効であると判断できる。 

 

以上のとおり、規制委員会は、事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」に対して申

請者が計画している炉心損傷防止対策は、有効なものであると判断した。 

 

・ 原子炉停止機能喪失 

規制委員会は、事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」に対して、申請者が炉心損

傷防止対策として計画している ATWS緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能）によ

る原子炉出力の低下、原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系による炉心の冷却の維持、

ほう酸水注入系による原子炉圧力容器へのほう酸水の注入、残留熱除去系（サプレッションプ

ール水冷却モード）による原子炉格納容器からの除熱等が事象進展の特徴を捉えた対策であ

ると判断した。 

重要事故シーケンス「過渡事象（主蒸気隔離弁の誤閉止）＋原子炉停止失敗」において、ATWS

緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能）による原子炉出力の低下等を行った場合に

対する申請者の解析結果は、炉心損傷防止対策の評価項目をいずれも満足しており、さらに、

申請者が使用した解析コード及び解析条件の不確かさを考慮しても、解析結果が評価項目を

概ね満足することに変わりがないことを確認した。 

なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した設備

（原子炉停止機能）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれらの設備の

機能回復も重要な炉心損傷防止対策となり得る。 

また、ATWS 緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能）による原子炉出力の低下等

により炉心損傷を回避した後、ほう酸水注入、残留熱除去系（サプレッションプール水冷却モ

ード）による原子炉格納容器からの除熱等の対策をとることにより、原子炉及び原子炉格納容

器を安定状態へ導くことができることを確認した。 

さらに、規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計

画が十分なものであることを確認した。 

より厳しい事故シーケンスとして選定した重要事故シーケンス「過渡事象（主蒸気隔離弁の
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誤閉止）＋原子炉停止失敗」における対策の有効性を確認したことにより、その対策が本事故

シーケンスグループに対して有効であると判断できる。 

 

以上のとおり、規制委員会は、事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」に対して申

請者が計画している炉心損傷防止対策は、有効なものであると判断した。 

 

・ LOCA時注水機能喪失 

規制委員会は、事故シーケンスグループ「LOCA 時注水機能喪失」に対して申請者が炉心損

傷防止対策として計画している逃がし安全弁（自動減圧機能）の中央制御室からの手動遠隔開

操作による原子炉圧力容器の減圧、低圧代替注水系（常設）（復水移送ポンプ）による炉心の

冷却等が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

重要事故シーケンス「中破断 LOCA＋HPCS 失敗＋低圧 ECCS 失敗」において炉心の損傷を回

避するための低圧代替注水系（常設）（復水移送ポンプ）による炉心の冷却等を行い、さらに、

原子炉及び原子炉格納容器を安定状態へ導くために、原子炉格納容器フィルタベント系又は

耐圧強化ベント系による原子炉格納容器からの除熱等を行った場合に対する申請者の解析結

果は、炉心損傷防止対策の評価項目をいずれも満足しており、また、周辺の公衆に対して著し

い放射線被ばくのリスクを与えることはないことを確認した。 

さらに、申請者が使用した解析コード及び解析条件の不確かさを考慮しても、解析結果が評

価項目を概ね満足することに変わりがないことを確認した。 

なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した設備

（高圧炉心スプレイ系、残留熱除去系等）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当た

ってはこれらの設備の機能回復も重要な炉心損傷防止対策となり得る。 

さらに、規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計

画が十分なものであることを確認した。 

より厳しい事故シーケンスとして選定した重要事故シーケンス「中破断 LOCA＋HPCS失敗＋

低圧 ECCS失敗」における対策の有効性を確認したことにより、その対策が本事故シーケンス

グループに対して有効であると判断できる。 

 

以上のとおり、規制委員会は、事故シーケンスグループ「LOCA 時注水機能喪失」に対して

申請者が計画している炉心損傷防止対策は、有効なものであると判断した。 

 

・ 格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA） 

規制委員会は、事故シーケンスグループ「格納容器バイパス」に対して申請者が炉心損傷防

止対策として計画している原子炉隔離時冷却系、低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧

注水モード）による炉心の冷却等が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

重要事故シーケンス「インターフェイスシステム LOCA」において、原子炉隔離時冷却系、

低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水モード）による炉心の冷却等を行った場合に

対する申請者の解析結果は、炉心損傷防止対策の評価項目をいずれも満足しており、さらに申
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請者が使用した解析コード及び解析条件の不確かさを考慮しても、解析結果が評価項目を概

ね満足することに変わりがないことを確認した。 

なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した設備

（高圧炉心スプレイ系）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれらの設

備の機能回復も重要な炉心損傷防止対策となり得る。 

また、原子炉隔離時冷却系、低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水モード）によ

る炉心の冷却、逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉減圧及び運転員の破断箇所隔離に

より炉心の損傷を回避した後、残留熱除去系（サプレッションプール水冷却モード）による原

子炉格納容器からの除熱等の対策をとることにより、原子炉及び原子炉格納容器を安定状態

へ導くことができることを確認した。 

さらに、規制委員会は、対策に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画が十分なも

のであることを確認した。 

重要事故シーケンス「インターフェイスシステム LOCA」における対策の有効性を確認した

ことにより、その対策が本事故シーケンスグループに対して有効であると判断できる。 

 

以上のとおり、規制委員会は、事故シーケンスグループ「格納容器バイパス」に対して申請

者が計画している炉心損傷防止対策は、有効なものであると判断した。 

 

  （イ）－２ 有効性評価の結果（格納容器破損防止対策） 

第３７条第２項は、発電用原子炉施設は、重大事故が発生した場合において、原子炉格納容

器の破損及び発電所外への放射性物質の異常な水準の放出を防止するために必要な措置を講

じたものでなければならないと要求している。 

同条同項の設置許可基準規則解釈は、想定する格納容器破損モードに対して、原子炉格納容

器の破損を防止し、かつ、放射性物質が異常な水準で敷地外へ放出されることを防止する対策

に有効性があることを確認するとしている。「有効性があることを確認する」とは、以下の（a）

から（i）の項目（以下｢格納容器破損防止対策の評価項目｣という。）を概ね満足することを確

認するとしている。 

（a）原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又は限界圧力を下回ること。 

（b）原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度又は限界温度を下回ること。 

（c）放射性物質の総放出量は、放射性物質による環境への汚染の視点も含め、環境への影

響をできるだけ小さくとどめるものであること。 

（d）原子炉圧力容器の破損までに原子炉冷却材圧力は 2.0MPa 以下に低減されていること。 

（e）急速な原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による熱的・機械的荷重によっ

て原子炉格納容器バウンダリの機能が喪失しないこと。 

（f）原子炉格納容器が破損する可能性のある水素の爆轟を防止すること。（ドライ条件に換

算して水素濃度が 13vol%以下又は酸素濃度が 5vol%以下であること。） 

（g）可燃性ガスの蓄積、燃焼が生じた場合においても、（a）の要件を満足すること。 

（h）原子炉格納容器の床上に落下した溶融炉心が床面を拡がり原子炉格納容器バウンダリ
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と直接接触しないこと及び溶融炉心が適切に冷却されること。 

（i）溶融炉心による侵食によって、原子炉格納容器の構造部材の支持機能が喪失しないこ

と及び溶融炉心が適切に冷却されること。 

 

・ 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

規制委員会は、格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過

温破損）」に対して申請者が格納容器破損防止対策として計画している低圧代替注水系（常設）

（復水移送ポンプ）による原子炉圧力容器への注水及び代替循環冷却系又は原子炉格納容器

フィルタベント系による原子炉格納容器からの除熱、さらに、原子炉格納容器フィルタベント

系を使用する場合には原子炉格納容器代替スプレイ冷却系（可搬型）による原子炉格納容器内

の冷却が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

評価事故シーケンス｢大破断 LOCA＋HPCS 失敗＋低圧 ECCS 失敗＋全交流動力電源喪失｣にお

いて、低圧代替注水系（常設）（復水移送ポンプ）による原子炉圧力容器への注水及び代替循

環冷却系又は原子炉格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器からの除熱、さらに、原

子炉格納容器フィルタベント系を使用する場合には原子炉格納容器代替スプレイ冷却系（可

搬型）による原子炉格納容器内の冷却を行った場合に対する申請者の解析結果は、格納容器破

損防止対策の評価項目（a）、（b）、（c）及び（g）を満足している。さらに、申請者が使用した

解析コード、解析条件の不確かさを考慮しても、評価項目（a）、（b）、（c）及び（g）を概ね満

足しているという判断は変わらないことを確認した。 

なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した設備

（残留熱除去系等）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれらの設備の

機能回復も重要な格納容器破損防止対策となり得る。 

さらに、規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計

画が十分なものであることを確認した。 

評価事故シーケンス｢大破断 LOCA＋HPCS 失敗＋低圧 ECCS 失敗＋全交流動力電源喪失｣にお

ける対策の有効性を確認したことにより、その対策が本格納容器破損モードに対して有効で

あると判断できる。 

 

以上のとおり、規制委員会は、格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）」に対して申請者が計画している格納容器破損防止対策は、有効なも

のであると判断した。 

 

・ 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

規制委員会は、格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」に対して、

申請者が格納容器破損防止対策として計画している逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子

炉圧力容器の減圧等が高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱に至る可能性のある事象進

展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

評価事故シーケンス「過渡事象＋高圧注水失敗＋手動減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉減圧
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失敗（＋DCH 発生）」において、逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉圧力容器の減圧

を行った場合に対する申請者の解析結果は、格納容器破損防止対策の評価項目（d）を満足し

ている。 

さらに申請者が使用した解析コード、解析条件の不確かさを考慮しても、評価項目を概ね満

足しているという判断は変わらないことを確認した。 

なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した設備

（非常用炉心冷却系等）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれらの設

備の機能回復も重要な格納容器破損防止対策となり得る。 

また、原子炉圧力容器の減圧により、「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」を防止

した後、「溶融炉心・コンクリート相互作用」への対策と同一の対策をとることにより、原子

炉格納容器を安定状態に導くことができることを確認した。 

さらに、規制委員会は、当該対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者

の計画が十分なものであることを確認した。 

より厳しい事故シーケンスとして選定した評価事故シーケンス「過渡事象＋高圧注水失敗

＋手動減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉減圧失敗（＋DCH 発生）」における対策の有効性を確認

したことにより、その対策が本格納容器破損モードに対して有効であると判断できる。 

 

以上のとおり、規制委員会は、格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接

加熱」に対して申請者が計画している格納容器破損防止対策は、有効なものであると判断し

た。 

 

・ 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

規制委員会は、格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」にお

いて、申請者が水蒸気爆発の発生の可能性は極めて低いとしていることは妥当と判断した。そ

の上で、規制委員会は、格納容器破損防止対策として申請者が計画している、「高圧溶融物放

出／格納容器雰囲気直接加熱」及び「溶融炉心・コンクリート相互作用」と同一の対策が、事

象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

評価事故シーケンス｢過渡事象＋高圧注水失敗＋低圧 ECCS失敗＋損傷炉心冷却失敗（＋FCI

発生）｣において、原子炉格納容器下部への注水等を行い、さらに、原子炉及び原子炉格納容

器を安定状態へ導くために、「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」及び｢溶融炉心・コ

ンクリート相互作用｣に示した対策を行った場合に対する申請者の解析結果は、格納容器破損

防止対策の評価項目（e）を満足している。さらに、申請者が使用した解析コード、解析条件

の不確かさを考慮しても、評価項目（e）を概ね満足しているという判断は変わらないことを

確認した。なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失

した設備（非常用炉心冷却系等）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たっては、

これらの設備の機能回復も重要な格納容器破損防止対策となり得る。 

さらに、規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計

画が十分なものであることを確認した。 
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より厳しい事故シーケンスとして選定した評価事故シーケンス｢過渡事象＋高圧注水失敗

＋低圧 ECCS 失敗＋損傷炉心冷却失敗（＋FCI 発生）｣における対策の有効性を確認したこと

により、その対策が本格納容器破損モードに対して有効であると判断できる。 

 

以上のとおり、規制委員会は、格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材

相互作用」に対して申請者が計画している格納容器破損防止対策は、有効なものであると判断

した。 

 

・ 水素燃焼 

規制委員会は、格納容器破損モード「水素燃焼」に対して、申請者が格納容器破損防止対策

として計画している「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の代替

循環冷却系を使用する場合と同一の対策が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

評価事故シーケンス「大破断 LOCA＋HPCS 失敗＋低圧 ECCS 失敗＋全交流動力電源喪失」に

おいて、原子炉起動時に原子炉格納容器調気系を用いた原子炉格納容器内の不活性化等を行

った場合に対する申請者の解析結果は、格納容器破損防止対策の評価項目（f）を満足してい

る。さらに、申請者が使用した解析コード、解析条件の不確かさを考慮しても、評価項目を概

ね満足しているという判断は変わらないことを確認した。なお、申請者が行った解析では、よ

り厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した設備（残留熱除去系等）の復旧を期待して

いないが、実際の事故対策に当たってはこれらの設備の機能回復も重要な格納容器破損防止

対策となり得る。 

また、「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の代替循環冷却系を

使用する場合に示した対策と同一の対策をとることにより、原子炉格納容器を安定状態に導

くことができることを確認した。 

さらに、規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計

画が十分なものであることを確認した。 

より厳しい事故シーケンスとして選定した評価事故シーケンス「大破断 LOCA＋HPCS失敗＋

低圧 ECCS失敗＋全交流動力電源喪失」における対策の有効性を確認したことにより、その対

策が本格納容器破損モードに対して有効であると判断できる。 

 

以上のとおり、規制委員会は、格納容器破損モード「水素燃焼」に対して申請者が計画して

いる格納容器破損防止対策は、有効なものであると判断した。 

 

・ 溶融炉心・コンクリート相互作用 

規制委員会は、格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」に対して申請者が

格納容器破損防止対策として計画している原子炉格納容器への下部注水、原子炉格納容器代

替スプレイ冷却等の対策が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

評価事故シーケンス｢過渡事象＋高圧注水失敗＋低圧 ECCS 失敗＋損傷炉心冷却失敗（＋デ

ブリ冷却失敗）｣において、原子炉格納容器への下部注水、原子炉格納容器代替スプレイ冷却
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等を行った場合に対する申請者の解析結果は、格納容器破損防止対策の評価項目（a）、（b）、

（c）、（f）、（g）及び（i）を満足している。 

さらに、申請者が使用した解析コード、解析条件及び現象の不確かさを考慮しても、評価項

目（a）、（b）、（c）、（f）、（g）及び（i）を概ね満足しているという判断は変わらないことを確

認した。なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失し

た設備（非常用炉心冷却系等）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれ

らの設備の機能回復も重要な格納容器破損防止対策となり得る。 

また、代替循環冷却系による原子炉格納容器からの除熱等の対策をとることにより、原子炉

格納容器を安定状態に導くことができることを確認した。 

さらに、規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計

画が十分なものであることを確認した。 

「より厳しい事故シーケンスとして選定した評価事故シーケンス｢過渡事象＋高圧注水失

敗＋低圧 ECCS 失敗＋損傷炉心冷却失敗（＋デブリ冷却失敗）｣における対策の有効性を確認

したことにより、その対策が本格納容器破損モードに対して有効であると判断できる。 

 

以上のとおり、規制委員会は、格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」に

対して申請者が計画している格納容器破損防止対策は、有効なものであると判断した。 

 

  （イ）－３ 有効性評価の結果（使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策） 

第３７条第３項は、発電用原子炉施設は、重大事故に至るおそれがある事故が発生した場合

において、貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷を防止するために必要な措置を講じたものでなけ

ればならないと要求している。 

同条同項の設置許可基準規則解釈は、「貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷を防止するために必

要な措置を講じたもの」とは、使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失することによ

り、使用済燃料貯蔵槽内の水の温度が上昇し、蒸発により水位が低下する事故（以下「想定事

故１」という。）及びサイフォン現象等により使用済燃料貯蔵槽内の水の小規模な喪失が発生

し、使用済燃料貯蔵槽の水位が低下する事故（以下「想定事故２」という。）に対して、以下

の（a）から（c）の項目（以下「燃料損傷防止対策の評価項目」という。）を満足することを

確認するとしている。 

（a）燃料有効長頂部が冠水していること。 

（b）放射線の遮蔽が維持される水位が確保されていること。 

（c）未臨界が維持されていること。 

なお、本節において、「使用済燃料貯蔵槽」を申請者が用いている名称である「使用済燃料

プール」と言い換える。 

 

・ 想定事故１ 

規制委員会は、使用済燃料プールの「想定事故１」に対して申請者が計画している燃料損傷

防止対策が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 
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「想定事故１」において、使用済燃料プールへの代替注水を行った場合に対する申請者の解

析結果は、燃料損傷防止対策の評価項目をいずれも満足している。さらに、申請者が使用した

解析条件の不確かさを考慮しても、評価項目をいずれも満足することに変わりがないことを

確認した。 

なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した設備

（燃料プール冷却浄化系等）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれら

の設備の機能回復も重要な燃料損傷防止対策となり得る。 

さらに、規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計

画が十分なものであることを確認した。 

 

以上のとおり、規制委員会は、使用済燃料プールの「想定事故１」に対して申請者が計画し

ている燃料損傷防止対策は、有効なものであると判断した。 

 

・ 想定事故２ 

規制委員会は、使用済燃料プールの「想定事故２」に対して申請者が計画している燃料損傷

防止対策が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

「想定事故２」において、使用済燃料プールへの代替注水を行った場合に対する申請者の解

析結果は、燃料損傷防止対策の評価項目をいずれも満足している。さらに、申請者が使用した

解析条件の不確かさを考慮しても、評価項目をいずれも満足することに変わりがないことを

確認した。 

なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した設備

（燃料プール冷却浄化系等）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれら

の設備の機能回復も重要な燃料損傷防止対策となり得る。 

さらに、規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計

画が十分なものであることを確認した。 

 

以上のとおり、規制委員会は、使用済燃料プールの「想定事故２」に対して申請者が計画し

ている燃料損傷防止対策は、有効なものであると判断した。 

 

  （イ）－４ 有効性評価の結果（運転停止中の原子炉の燃料損傷防止対策） 

第３７条第４項は、発電用原子炉施設は、重大事故に至るおそれがある事故が発生した場合

において、運転停止中における発電用原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するために必要

な措置を講じたものでなければならないと要求している。 

同条同項の設置許可基準規則解釈は、「運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止する

ために必要な措置を講じたもの」とは、想定する運転停止中事故シーケンスグループに対し

て、以下の（a）から（c）の項目（以下「運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策の評価項

目」という。）を満足することを確認するとしている。 

（a）燃料有効長頂部が冠水していること。 
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（b）放射線の遮蔽が維持される水位が確保されていること。 

（c）未臨界が確保されていること（ただし、通常の運転操作における臨界、又は燃料の健

全性に影響を与えない一時的かつ僅かな出力上昇を伴う臨界は除く。）。 

 

・ 崩壊熱除去機能喪失 

規制委員会は、運転停止中事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の

故障による停止時冷却機能喪失）」に対して、申請者が運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止

対策として計画している待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉圧力容器への

注水及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）への切替えによる炉心の冷却が、事象進展

の特徴を捉えた対策であると判断した。 

重要事故シーケンス「崩壊熱除去機能喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」において、待機中

の残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉圧力容器への注水を行い、さらに、原子炉を

安定状態へ導くために、残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による原子炉圧力容器から

の除熱を行った場合に対する申請者の解析結果は、運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対

策の評価項目をいずれも満足している。解析条件の不確かさを考慮しても、解析結果が評価項

目を満足することに変わりがないことを確認した。 

なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した設備

（残留熱除去系の 1 系統）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれら

の設備の機能回復も重要な運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策となり得る。 

さらに規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画

が十分なものであることを確認した。 

重要事故シーケンス「崩壊熱除去機能喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」における対策の有

効性を確認したことにより、その対策が本事故シーケンスグループに対して有効であると判

断できる。 

 

以上のとおり、規制委員会は、事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」に対して申請者が計画している運転停止中原子炉内燃

料体の損傷防止対策は、有効なものであると判断した。 

 

・ 全交流動力電源喪失 

規制委員会は、運転停止中事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に対して、申請

者が運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策として計画しているガスタービン発電機によ

る給電、低圧代替注水系（常設）（復水移送ポンプ）による原子炉圧力容器への注水及び原子

炉補機代替冷却水系による炉心冷却が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

重要事故シーケンス「外部電源喪失＋交流電源喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」において、

低圧代替注水系（常設）（復水移送ポンプ）による原子炉圧力容器への注水を行い、さらに、

原子炉を安定状態へ導くために、原子炉補機代替冷却水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止

時冷却モード）による炉心の冷却を行った場合に対する申請者の解析結果は、運転停止中原子
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炉内燃料体の損傷防止対策の評価項目をいずれも満足しており、さらに解析条件の不確かさ

を考慮しても、解析結果が評価項目を満足することに変わりがないことを確認した。 

なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した設備

（非常用ディーゼル発電機等）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれ

らの設備の機能回復も重要な運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策となり得る。 

さらに規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画

が十分なものであることを確認した。 

重要事故シーケンス「外部電源喪失＋交流電源喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」における

対策の有効性を確認したことにより、その対策が本事故シーケンスグループに対して有効で

あると判断できる。 

 

以上のとおり、規制委員会は、事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に対して申

請者が計画している運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策は、有効なものであると判断

した。 

 

・ 原子炉冷却材の流出 

規制委員会は、運転停止中事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」に対して、申請

者が運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策として計画している原子炉冷却材の流出停止、

待機していた残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉圧力容器への注水が、事象進展の

特徴を捉えた対策であると判断した。 

重要事故シーケンス「原子炉冷却材の流出（RHR切替時の冷却材流出）＋崩壊熱除去・炉心

冷却失敗」において、待機中の残留熱除去系による原子炉圧力容器への注水を行った場合に対

する申請者の解析結果は、運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策の評価項目をいずれも

満足しており、さらに解析条件の不確かさを考慮しても、解析結果が評価項目を満足すること

に変わりがないことを確認した。 

なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、原子炉冷却材の流出

が発生した残留熱除去系の 1 系統について、流出停止後の注水機能の復旧を期待していない

が、実際の事故対策に当たってはこれらの設備の機能回復も重要な運転停止中原子炉内燃料

体の損傷防止対策となり得る。 

さらに規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画

が十分なものであることを確認した。 

重要事故シーケンス「原子炉冷却材の流出（RHR切替時の冷却材流出）＋崩壊熱除去・炉心

冷却失敗」における対策の有効性を確認したことにより、その対策が本事故シーケンスグルー

プに対して有効であると判断できる。 

 

以上のとおり、規制委員会は、事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」に対して申

請者が計画している運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策は、有効なものであると判断

した。 
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・ 反応度の誤投入 

規制委員会は、運転停止中事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」に対して、申請者が

運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策として計画している原子炉停止機能による原子炉

自動スクラムが、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

重要事故シーケンス「停止中に実施される試験等により、制御棒１本が全引き抜きされてい

る状態から、他の 1 本の制御棒が操作量の制限を超える誤った操作によって引き抜かれ、異

常な反応度の投入を認知できずに燃料の損傷に至る事故」において、原子炉停止機能による原

子炉自動スクラムが作動した場合に対する申請者の評価結果は、運転停止中原子炉内燃料体

の損傷防止対策の評価項目をいずれも満足しており、さらに申請者が使用した解析コード及

び解析条件の不確かさを考慮しても、評価結果が評価項目を満足することに変わりがないこ

とを確認した。 

また、原子炉自動スクラムにより運転停止中原子炉内燃料体の損傷を回避し、未臨界状態に

到達した後は、未臨界状態の維持が可能であることを確認した。 

さらに、規制委員会は、当該対策に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画が十分

なものであることを確認した。 

より厳しい事故シーケンスとして選定した重要事故シーケンス「停止中に実施される試験

等により、制御棒 1 本が全引き抜きされている状態から、他の 1 本の制御棒が操作量の制限

を超える誤った操作によって引き抜かれ、異常な反応度の投入を認知できずに燃料の損傷に

至る事故」における対策の有効性を確認したことにより、その対策が本事故シーケンスグルー

プに対して有効であると判断できる。 

 

以上のとおり、規制委員会は、事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」に対して申請者

が計画している運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策は、有効なものであると判断した。 

 

   （ロ） 重大事故等に対処するための手順等に対する共通の要求事項（重大事故等防止技術的能

力基準１．０関係） 

重大事故等防止技術的能力基準１．０項「共通事項」は、重大事故等に対処するために必

要な手順等に関し共通の要求事項、全社的な体制の整備など重大事故等に対処するための

基盤的な要求事項を満たす手順等を、保安規定等において規定する方針であることを要求

している。 

規制委員会は、申請者の計画が重大事故等防止技術的能力基準１．０項及び同項の解釈を

踏まえ必要な検討を加えた上で策定されており、重大事故等に対処するために必要な手順

等に関し、設置許可基準規則に基づいて整備される設備の運用手順等も含め、共通の要求事

項を満たす手順等を保安規定等で規定する方針であることを確認したことから、重大事故

等防止技術的能力基準１．０項の要求事項に適合するものと判断した。 

 

   （ハ） 重大事故等対処施設に対する共通の要求事項（第３８条～第４１条及び第４３条関係） 
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・ 重大事故等対処施設の地盤（第３８条関係） 

第３８条は、重大事故等対処施設について、施設の区分に応じて適用される地震力が作用し

た場合においても、十分に支持することができる地盤に設けなければならないことを要求し

ている。 

また、重大事故等対処施設（常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設

置されるものに限る。）は、変形した場合においても重大事故等に対処するために必要な機能

が損なわれるおそれがない地盤に設けなければならないこと、及び変位が生ずるおそれがな

い地盤に設けなければならないことを要求している。 

申請者は、「設計基準対象施設の地盤（第３条関係）」において評価されている地盤に設置さ

れる重大事故等対処施設については、同項の評価内容で代表できるものとし、当該地盤以外に

設置される重大事故等対処施設については、施設規模等を踏まえ、緊急時対策建屋を代表施設

に選定し、当該建屋を対象に評価を行っている。 

規制委員会は、この施設を対象に評価を行うことは妥当であると判断し、以下の項目につい

て審査を行った。 

１．地盤の変位 

２．地盤の支持 

３．地盤の変形 

 

規制委員会は、これらの項目について、本申請の内容を確認した結果、設置許可基準規則に

適合するものと判断した。 

 

・ 地震による損傷の防止（第３９条関係） 

第３９条は、重大事故等対処施設が、施設の区分に応じて適用される地震力に対して、重大

事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とすること等を要求して

いる。 

また、重大事故等対処施設（常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備が設

置されるものに限る。）が、基準地震動による地震力によって生ずるおそれのある斜面の崩壊

に対して、重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とするこ

とを要求している。 

このため、規制委員会は、以下の項目について審査を行った。 

１．耐震設計方針 

 

規制委員会は、これらの項目について本申請の内容を確認した結果、設置許可基準規則に適

合するものと判断した。 

 

・ 津波による損傷の防止（第４０条関係） 

第４０条は、重大事故等対処施設が基準津波に対して重大事故等に対処するために必要な
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機能が損なわれるおそれがない設計とすることを要求している。 

申請者は、重大事故等対処施設について、基準津波に対して以下の方針としている。 

１．防護対象とする施設を内包する建屋及び区画に設置する重大事故等対処施設は、設計

基準対象施設と同じ耐津波設計方針とする。 

２．それ以外の建屋及び区画に設置する重大事故等対処施設は、設計基準対象施設と同じ

耐津波設計方針とし、可搬型重大事故等対処設備保管場所である第 3 保管エリアにつ

いては浸水防止対策を実施するとともに、緊急時対策建屋、緊急用電気品建屋、ガスタ

ービン発電設備タンクピット及び可搬型重大事故等対処設備保管場所である第 1 保管

エリア等は、津波による遡上波が到達しない高さの敷地に設置する。 

 

規制委員会は、申請者が、設計基準対象施設と同じ耐津波設計方針により、重大事故等対処

施設が基準津波に対して重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれない設計として

いることから、設置許可基準規則に適合するものと判断した。 

 

・ 火災による損傷の防止（第４１条関係） 

第４１条は、重大事故等対処施設が、火災によって必要な機能を損なうおそれがないよう、

火災の発生を防止すること、かつ、火災を感知及び消火することを要求している。 

申請者は、重大事故等対処施設は、火災により必要な機能を損なうおそれがないよう、設計

基準対象施設の火災防護対策に準じて、火災の発生防止、火災の感知及び消火のそれぞれを考

慮した火災防護対策を講じた設計とするとしている。 

 

規制委員会は、重大事故等対処施設について、火災防護基準に基づく火災防護設計が行われ

る方針であり、設置許可基準規則に適合するものと判断した。 

 

・ 重大事故等対処設備（第４３条関係） 

第４３条は、重大事故等対処設備全般に対して、共通事項として以下の項目を要求してい

る。 

① 環境条件及び荷重条件（43-1-1（※該当する条項「第４３条第１項第１号」を示す。

以下同様）） 

② 操作性（43-1-2） 

③ 試験又は検査（43-1-3） 

④ 切替えの容易性（43-1-4） 

⑤ 他の設備に対する悪影響防止（43-1-5） 

⑥ 現場の作業環境（43-1-6） 

また、常設重大事故等対処設備全般に対して、共通事項として以下の項目を要求している。 

① 容量（43-2-1） 

② 共用の禁止（43-2-2） 

③ 設計基準事故対処設備との多様性（43-2-3）。 
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さらに、可搬型重大事故等対処設備全般に対して、共通事項として以下の項目を 

要求している。 

① 容量（43-3-1） 

② 確実な接続（43-3-2） 

③ 複数の接続口（43-3-3） 

④ 現場の作業環境（43-3-4） 

⑤ 保管場所（43-3-5） 

⑥ アクセスルートの確保（43-3-6） 

⑦ 設計基準事故対処設備及び常設重大事故防止設備との多様性（43-3-7） 

規制委員会は、これらの項目について、本申請の内容を確認した結果、設置許可基準規則に

適合するものと判断した。 

 

   （ニ） 重大事故等対処設備及び手順等 

第４４条から第６２条及び重大事故等防止技術的能力基準１．１項から１．１９項は、

原子炉設置者に対し、重大事故等に対処するために必要な設備及び手順等を整備するこ

とを要求している。このうち、手順等については、保安規定等において規定する方針であ

ることを要求している。 

規制委員会は、申請者の計画が、上記の要求事項に対応し、適切に整備する方針である

か、有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等が、適切

に整備される方針であるかを審査した。さらに、申請者が、自主的な対応を含め重大事故

等への対処を確実に実施する方針であるかを審査した。 

 

・ 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備及び手順等（第４４条及び重大

事故等防止技術的能力基準１．１関係） 

緊急停止失敗時に原子炉を未臨界にするために申請者が計画する設備及び手順等について、

以下の事項を確認した。 

－ 第４４条及び重大事故等防止技術的能力基準１．１項（以下「第４４条等」という。）

における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか。 

－ 有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等が、適切に

整備される方針であるか。 

－ 申請者が、自主的な対応を含め重大事故等への対処を確実に実施する方針であるか。 

 

規制委員会は、緊急停止失敗時に原子炉を未臨界にするために申請者が計画する設備及び

手順等が、第４４条等における各々の要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針である

ことから、第４４条等に適合するものと判断した。また、有効性評価（第３７条）において位

置付けた重大事故等対処設備及び手順等が、適切に整備される方針であることを確認した。 

規制委員会は、これらの確認に当たって、申請者が、第４３条及び重大事故等防止技術的能

力基準１．０項（重大事故等対処設備及び手順等に関する共通的な要求事項。以下「第４３条
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等」という。）等に従って重大事故等対処設備及び手順等を適切に整備する方針であることを

確認した。 

なお、規制委員会は、申請者が、フォールトツリー解析等により機能喪失の原因分析を行っ

た上で、対策の抽出を行い、自主対策設備及び手順等を整備することを含め、重大事故等への

対処を確実に実施する方針であることを確認した。 

 

・ 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備及び手順等（第

４５条及び重大事故等防止技術的能力基準１．２関係） 

本節では、原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において発電用原子炉を冷却するた

めに申請者が計画する設備及び手順等について、以下の事項を確認した。 

－ 第４５条及び重大事故等防止技術的能力基準１．２項（以下「第４５条等」という。）

における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか。 

－ 有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等が、適切に

整備される方針であるか。 

－ 申請者が、自主的な対応を含め重大事故等への対処を確実に実施する方針であるか。 

 

規制委員会は、原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧時に発電用原子炉を冷却するために申

請者が計画する設備及び手順等が、第４５条等における各々の要求事項に対応し、かつ、適切

に整備される方針であることから、第４５条等に適合するものと判断した。 

また、有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等が、適切

に整備される方針であることを確認した。 

規制委員会は、これらの確認に当たって、申請者が、第４３条等に従って重大事故等対処設

備及び手順等を適切に整備する方針であることを確認した。 

なお、規制委員会は、申請者が、フォールトツリー解析等により機能喪失の原因分析を行っ

た上で、対策の抽出を行い、自主対策設備及び手順等を整備することを含め、重大事故等への

対処を確実に実施する方針であることを確認した。 

 

・ 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備及び手順等（第４６条及び重大事故等

防止技術的能力基準１．３関係） 

本節では、原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において原子炉冷却材圧力バウンダ

リを減圧するために申請者が計画する設備及び手順等について、以下の事項を確認した。 

－ 第４６条及び重大事故等防止技術的能力基準１．３項（以下「第４６条等」という。）

における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか。 

－ 有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等が、適切に

整備される方針であるか。 

－ 申請者が、自主的な対応を含め重大事故等への対処を確実に実施する方針であるか。 

 

規制委員会は、原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において原子炉冷却材圧力バウ
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ンダリを減圧するために申請者が計画する設備及び手順等が、第４６条等における各々の要

求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であることから、第４６条等に適合するものと

判断した。また、有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等

が、適切に整備される方針であることを確認した。 

規制委員会は、これらの確認に当たって、申請者が、第４３条等に従って重大事故等対処設

備及び手順等を適切に整備する方針であることを確認した。 

なお、規制委員会は、申請者が、フォールトツリー解析等により機能喪失の原因分析を行っ

た上で、対策の抽出を行い、自主対策設備及び手順等を整備することを含め、重大事故等への

対処を確実に実施する方針であることを確認した。 

 

・ 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備及び手順等（第

４７条及び重大事故等防止技術的能力基準１．４関係） 

本節では、原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するために申請者が

計画する設備及び手順等について、以下の事項を確認した。 

－ 第４７条及び重大事故等防止技術的能力基準１．４項（以下「第４７条等」という。）

における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか。 

－ 有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等が、適切に

整備される方針であるか。 

－ 申請者が、自主的な対応を含め重大事故等への対処を確実に実施する方針であるか。 

 

規制委員会は、原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するために申請

者が計画する設備及び手順等が、第４７条等における各々の要求事項に対応し、かつ、適切に

整備される方針であることから、第４７条等に適合するものと判断した。また、有効性評価

（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等が、適切に整備される方針で

あることを確認した。 

規制委員会は、これらの確認に当たって、申請者が、第４３条等に従って重大事故等対処設

備及び手順等を適切に整備する方針であることを確認した。 

なお、規制委員会は、申請者が、フォールトツリー解析等により機能喪失の原因分析を行っ

た上で、対策の抽出を行い、自主対策設備及び手順等を整備することを含め、重大事故等への

対処を確実に実施する方針であることを確認した。 

 

・ 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備及び手順等（第４８条及び重大事故等防止技

術的能力基準１．５関係） 

本節では、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため、最終ヒートシンク

へ熱を輸送するために申請者が計画する設備及び手順等について、以下の事項を確認した。 

－ 第４８条及び重大事故等防止技術的能力基準１．５項（以下「第４８条等」という。）

における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか。 

－ 有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等が、適切に
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整備される方針であるか。 

－ 申請者が自主的な対応を含め重大事故等への対処を確実に実施する方針であるか。 

 

規制委員会は、最終ヒートシンクへ熱を輸送するために申請者が計画する設備及び手順等

が、第４８条等における各々の要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であることか

ら、第４８条等に適合するものと判断した。また、有効性評価（第３７条）において位置付け

た重大事故等対処設備及び手順等が、適切に整備される方針であることを確認した。 

規制委員会は、これらの確認に当たって、申請者が第４３条等に従って重大事故等対処設備

及び手順等を適切に整備する方針であることを確認した。 

なお、規制委員会は、申請者がフォールトツリー解析等により機能喪失の原因分析を行った

上で、対策の抽出を行い、自主対策設備及び手順等を整備することを含め、重大事故等への対

処を確実に実施する方針であることを確認した。 

 

・ 原子炉格納容器内の冷却等のための設備及び手順等（第４９条及び重大事故等防止技術的

能力基準１．６関係） 

本節では、原子炉格納容器内の冷却等のために申請者が計画する設備及び手順等について、

以下の事項を確認した。 

－ 第４９条及び重大事故等防止技術的能力基準１．６項（以下「第４９条等」という。）

における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか。 

－ 有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等が、適切に

整備される方針であるか。 

－ 申請者が、自主的な対応を含め重大事故等への対処を確実に実施する方針であるか。 

 

規制委員会は、原子炉格納容器内の冷却等のために申請者が計画する設備及び手順等が、第

４９条等における各々の要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であることから、第

４９条等に適合するものと判断した。また、有効性評価（第３７条）において位置付けた重大

事故等対処設備及び手順等が、適切に整備される方針であることを確認した。 

規制委員会は、これらの確認に当たって、申請者が、第４３条等に従って重大事故等対処設

備及び手順等を適切に整備する方針であることを確認した。 

なお、規制委員会は、申請者が、フォールトツリー解析等により機能喪失の原因分析を行っ

た上で、対策の抽出を行い、自主対策設備及び手順等を整備することを含め、重大事故等への

対処を確実に実施する方針であることを確認した。 

 

・ 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備及び手順等（第５０条及び重大事故等防

止技術的能力基準１．７関係） 

本節では、原子炉格納容器の過圧破損を防止するために申請者が計画する設備及び手順等

について、以下の事項を確認した。 

－ 第５０条及び重大事故等防止技術的能力基準１．７項（以下「第５０条等」という。）
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における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか。 

－ 有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等が、適切に

整備される方針であるか。 

－ 申請者が自主的な対応を含め重大事故等への対処を確実に実施する方針であるか。 

 

規制委員会は、原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために申請者が計画する設

備及び手順等が、第５０条等における各々の要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針

であることから、第５０条等に適合するものと判断した。また、有効性評価（第３７条）にお

いて位置付けた重大事故等対処設備及び手順等が、適切に整備される方針であることを確認

した。 

規制委員会は、これらの確認に当たって、申請者が、第４３条等に従って重大事故等対処設

備及び手順等を適切に整備する方針であることを確認した。 

なお、規制委員会は、申請者が対策の抽出を行い、自主対策設備及び手順等を整備すること

を含め、重大事故等への対処を確実に実施する方針であることを確認した。 

 

・ 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備及び手順等（第５１条及び重大事故

等防止技術的能力基準１．８関係） 

本節では、原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するために申請者が計画する設備及び手

順等について、以下の事項を確認した。 

－ 第５１条及び重大事故等防止技術的能力基準１．８項（以下「第５１条等」という。）

における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか。 

－ 有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等が、適切に

整備される方針であるか。 

－ 申請者が、自主的な対応を含め重大事故等への対処を確実に実施する方針であるか。 

 

規制委員会は、原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するために申請者が計画する設備及

び手順等が、第５１条等における各々の要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であ

ることから、第５１条等に適合するものと判断した。また、有効性評価（第３７条）において

位置付けた重大事故等対処設備及び手順等が、適切に整備される方針であることを確認した。 

規制委員会は、これらの確認に当たって、申請者が、第４３条等に従って重大事故等対処設

備及び手順等を適切に整備する方針であることを確認した。 

なお、規制委員会は、申請者が、対策の抽出を行い、自主対策設備及び手順等を整備するこ

とを含め、重大事故等への対処を確実に実施する方針であることを確認した。 

 

・ 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備及び手順等（第５２条及び重

大事故等防止技術的能力基準１．９関係） 

本節では、水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために申請者が計画する設備

及び手順等について、以下の事項を確認した。 
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－ 第５２条及び重大事故等防止技術的能力基準１．９項（以下「第５２条等」という。）

における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか。 

－ 有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等が、適切に

整備される方針であるか。 

－ 申請者が、自主的な対応を含め重大事故等への対処を確実に実施する方針であるか。 

 

規制委員会は、水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために申請者が計画する

設備及び手順等が、第５２条等における各々の要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方

針であることから、第５２条等に適合するものと判断した。また、有効性評価（第３７条）に

おいて位置付けた重大事故等対処設備及び手順等が、適切に整備される方針であることを確

認した。 

規制委員会は、これらの確認に当たって、申請者が、第４３条等に従って重大事故等対処設

備及び手順等を適切に整備する方針であることを確認した。 

なお、規制委員会は、申請者が、対策の抽出を行い、自主対策設備及び手順等を整備するこ

とを含め、重大事故等への対処を確実に実施する方針であることを確認した。 

 

・ 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備及び手順等（第５３条及び重大

事故等防止技術的能力基準１．１０関係） 

本節では、水素爆発による原子炉建屋その他の原子炉格納容器から漏えいする気体状の放

射性物質を格納するための施設（以下「原子炉建屋等」という。）の損傷を防止するために申

請者が計画する設備及び手順等について、以下の事項を確認した。 

－ 第５３条及び重大事故等防止技術的能力基準１．１０項（以下「第５３条等」という。）

における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか。 

－ 申請者が、自主的な対応を含め重大事故等への対処を確実に実施する方針であるか。 

 

規制委員会は、水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するために申請者が計画する設

備及び手順等が、第５３条等における各々の要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針

であることから、第５３条等に適合するものと判断した。 

規制委員会は、これらの確認に当たって、申請者が、第４３条等に従って重大事故等対処設

備及び手順等を適切に整備する方針であることを確認した。 

なお、規制委員会は、申請者が、対策の抽出を行い、自主対策設備及び手順等を整備するこ

とを含め、重大事故等への対処を確実に実施する方針であることを確認した。 

 

・ 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備及び手順等（第５４条及び重大事故等防止技術的

能力基準１．１１関係） 

本節では、使用済燃料貯蔵槽の冷却等のために申請者が計画する設備及び手順等について、

以下の事項を確認した。 

－ 第５４条及び重大事故等防止技術的能力基準１．１１項（以下「第５４条等」という。）
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における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか。 

－ 有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等が、適切に

整備される方針であるか。 

－ 申請者が、自主的な対応を含め重大事故等への対処を確実に実施する方針であるか。 

なお、本節において、「使用済燃料貯蔵槽」を申請者が用いている名称である「使用済燃

料プール」と言い換える。 

 

規制委員会は、使用済燃料プールの冷却等のために申請者が計画する設備及び手順等が、第

５４条等における各々の要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であることから、第

５４条等に適合するものと判断した。また、有効性評価（第３７条）において位置付けた重大

事故等対処設備及び手順等が、適切に整備される方針であることを確認した。 

規制委員会は、これらの確認に当たって、申請者が、第４３条等に従って重大事故等対処設

備及び手順等を適切に整備する方針であることを確認した。 

なお、規制委員会は、申請者が、対策の抽出を行い、自主対策設備及び手順等を整備するこ

とを含め、重大事故等への対処を確実に実施する方針であることを確認した。 

 

・ 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備及び手順等（第５５条及び重大事故

等防止技術的能力基準１．１２関係） 

本節では、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は貯蔵槽内燃料体等の著しい損

傷に至った場合において発電所外への放射性物質の拡散を抑制するために申請者が計画する

設備及び手順等について、以下の事項を確認した。 

－ 第５５条及び重大事故等防止技術的能力基準１．１２項（以下「第５５条等」という。）

における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか。 

－ 申請者が、自主的な対応を含め重大事故等への対処を確実に実施する方針であるか。 

 

規制委員会は、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は貯蔵槽内燃料体等の著し

い損傷に至った場合において発電所外への放射性物質の拡散を抑制するために申請者が計画

する設備及び手順等が、第５５条等における各々の要求事項に対応し、かつ、適切に整備され

る方針であることから、第５５条等に適合するものと判断した。 

規制委員会は、これらの確認に当たって、申請者が、第４３条等に従って重大事故等対処設

備及び手順等を適切に整備する方針であることを確認した。 

なお、規制委員会は、申請者が、対策の抽出を行い、自主対策設備及び手順等を整備するこ

とを含め、重大事故等への対処を確実に実施する方針であることを確認した。 

 

・ 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備及び手順等（第５６条及び重大事故等防止技

術的能力基準１．１３関係） 

本節では、重大事故等の収束に必要となる水を供給するために申請者が計画する設備及び

手順等について、以下の事項を確認した。 
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－ 第５６条及び重大事故等防止技術的能力基準１．１３項（以下「第５６条等」という。）

における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか。 

－ 有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等が、適切に

整備される方針であるか。 

－ 申請者が、自主的な対応を含め重大事故等への対処を確実に実施する方針であるか。 

 

規制委員会は、重大事故等の収束に必要となる水を供給するために申請者が計画する設備

及び手順等が、第５６条等における各々の要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針で

あることから、第５６条等に適合するものと判断した。また、有効性評価（第３７条）におい

て位置付けた重大事故等対処設備及び手順等が、第５６条等と同じく適切に整備される方針

であることを確認した。 

規制委員会は、これらの確認に当たって、申請者が、第４３条等に従って重大事故等対処設

備及び手順等を適切に整備する方針であることを確認した。 

なお、規制委員会は、申請者が、フォールトツリー解析等により機能喪失の原因分析を行っ

た上で、対策の抽出を行い、自主対策設備及び手順等を整備することを含め、重大事故等への

対処を確実に実施する方針であることを確認した。 

 

・ 電源設備及び電源の確保に関する手順等（第５７条及び重大事故等防止技術的能力基準１．

１４関係） 

本節では、電源の確保に関して申請者が計画する設備及び手順等について、以下の事項を確

認した。 

－ 第５７条第１項及び重大事故等防止技術的能力基準１．１４項（以下「第５７条等」と

いう。）における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか。 

－ 有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等が、適切に

整備される方針であるか。 

－ 申請者が、自主的な対応を含め重大事故等への対処を確実に実施する方針であるか。 

 

規制委員会は、電源の確保のために申請者が計画する設備及び手順等が、第５７条等におけ

る各々の要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であることから、第５７条等に適合

するものと判断した。また、有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備

及び手順等が、適切に整備される方針であることを確認した。 

規制委員会は、これらの確認に当たって、申請者が、第４３条等に従って重大事故等対処設

備及び手順等を適切に整備する方針であることを確認した。 

なお、規制委員会は、申請者が、フォールトツリー解析等により機能喪失の原因分析を行っ

た上で、対策の抽出を行い、自主対策設備及び手順等を整備することを含め、重大事故等への

対処を確実に実施する方針であることを確認した。 

 

・ 計装設備及びその手順等（第５８条及び重大事故等防止技術的能力基準１．１５関係） 
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本節では、計測機器（非常用のものを含む。以下同じ。）の故障により、重大事故等に対処

するために必要なパラメータを計測することが困難となった場合において、当該パラメータ

を推定するための有効な情報を把握するために申請者が計画する必要な設備及び手順等につ

いて、以下の事項を確認した。 

－ 第５８条及び重大事故等防止技術的能力基準１．１５項（以下「第５８条等」という。）

における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか。 

－ 申請者が、自主的な対応を含め重大事故等への対処を確実に実施する方針であるかを

確認した。 

 

規制委員会は、重大事故等に対処するために必要なパラメータを計測することが困難とな

った場合において、当該パラメータを推定するために有効な情報を把握するために申請者が

計画する必要な設備及び手順等が、第５８条等に基づく要求事項に対応し、適切に整備される

方針であることから、第５８条等に適合するものと判断した。 

規制委員会は、これらの確認に当たって、申請者が、第４３条等に従って重大事故等対処設

備及び手順等を適切に整備する方針であることを確認した。 

なお、規制委員会は、申請者が、フォールトツリー解析等により機能喪失の原因分析を行っ

た上で、対策の抽出を行い、自主対策設備及び手順等を整備することを含め、重大事故等への

対処を確実に実施する方針であることを確認した。 

 

・ 原子炉制御室及びその居住性等に関する手順等（第２６条、第５９条及び重大事故等防止技

術的能力基準１．１６関係） 

本節では、原子炉制御室について、設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の機能を有す

ることから、双方の基準適合性について、以下の事項を確認した。 

設計基準対象施設としては、第２６条第１項第２号に基づき追加要求となった、原子炉制御

室に発電用原子炉施設外の状況を把握できる設備を有するか。 

重大事故等対処施設としては、炉心の著しい損傷が発生した場合（重大事故等対処設備（特

定重大事故等対処施設を構成するものを除く。）が有する原子炉格納容器の破損を防止するた

めの機能が損なわれた場合を除く。）においても運転員が原子炉制御室にとどまるための申請

者が計画する設備及び手順等について以下の事項を確認した。 

－ 第５９条及び重大事故等防止技術的能力基準１．１６項（以下「第５９条等」という。）

における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか。 

－ 申請者が、自主的な対応を含め重大事故等への対処を確実に実施する方針であるか。 

 

第２６条第１項第２号は、発電用原子炉施設の外の状況を把握する設備を有することを要

求している。また、第２６条の設置許可基準規則解釈第２項は、原子炉制御室から、発電用原

子炉施設に影響を及ぼす可能性のある自然現象等を把握できることを要求している。 

規制委員会は、申請者が本要求事項を満たすために適切に設備を整備する方針であること

を確認した。 
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規制委員会は、重大事故が発生した場合においても、運転員等が原子炉制御室にとどまるた

めに申請者が計画する設備及び手順等が、第５９条等における各々の要求事項に対応し、か

つ、適切に整備される方針であることから、第５９条等に適合するものと判断した。 

規制委員会は、これらの確認に当たって、申請者が、第４３条等に従って重大事故等対処設

備及び手順等を適切に整備する方針であることを確認した。 

なお、規制委員会は、申請者が、自主対策設備及び手順等を整備することを含め、重大事故

等への対処を確実に実施する方針であることを確認した。 

 

・ 監視測定設備及び監視測定等に関する手順等（第３１条、第６０条及び重大事故等防止技術

的能力基準１．１７関係） 

本節では、監視測定設備について、設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の機能を有す

ることから、双方の基準適合性について確認した。 

設計基準対象施設としては、第３１条の設置許可基準規則解釈第５項に基づき追加要求と

なった事項として、モニタリングポストを非常用所内電源に接続しない場合には無停電電源

等により電源復旧まで電力を供給できる設計であること、また、モニタリングポストの伝送系

は多様性を有する設計とすることを確認した。 

重大事故等対処施設としては、重大事故等が発生した場合に発電所及びその周辺（発電所の

周辺海域を含む。）において発電用原子炉施設から放出される放射性物質の濃度及び放射線量

を監視し、及び測定し、並びにその結果を記録するため、また、風向、風速その他の気象条件

を測定し、及びその結果を記録するために申請者が計画する設備及び手順等について、以下の

事項を確認した。 

－ 第６０条及び重大事故等防止技術的能力基準１．１７項（以下「第６０条等」という。）

における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか。 

－ 申請者が、自主的な対応を含め重大事故等への対処を確実に実施する方針であるか。 

 

第３１条の設置許可基準規則解釈第５項は、モニタリングポストについて、非常用所内電源

に接続しない場合には無停電電源等により電源復旧までの期間を担保できる設計であること、

また、モニタリングポストの伝送系は多様性を有する設計とすることを要求している。 

規制委員会は、申請者が本要求事項を満たすために適切に設備を整備する方針であること

を確認した。 

規制委員会は、重大事故が発生した場合においても、発電所及びその周辺（発電所の周辺海

域を含む。）において発電用原子炉施設から放出される放射性物質の濃度及び放射線量を監視

し、及び測定し、並びにその結果を記録すること、風向、風速その他の気象条件を測定し、及

びその結果を記録するために申請者が計画する設備及び手順等について、第６０条等におけ

る各々の要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であることから、第６０条等に適合

するものと判断した。 

規制委員会は、これらの確認に当たって、申請者が、第４３条等に従って重大事故等対処設

備及び手順等を適切に整備する方針であることを確認した。 
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なお、規制委員会は、申請者が、対策の抽出を行い、自主対策設備及び手順等を整備するこ

とを含め、重大事故等への対処を確実に実施する方針であることを確認した。 

 

・ 緊急時対策所及びその居住性等に関する手順等（第３４条、第６１条及び重大事故等防止技

術的能力基準１．１８関係） 

本節では、緊急時対策所について、設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の機能を有す

ることから、双方の基準適合性について、以下の事項を確認した。 

－ 設計基準対象施設としては、第３４条に基づき、発電用原子炉施設に異常が発生した場

合に適切な措置をとるため、緊急時対策所を原子炉制御室以外の場所に設ける設計であ

るか。 

－ 重大事故等対処施設としては、緊急時対策所に関し、重大事故等が発生した場合におい

ても重大事故等に対処するための適切な措置が講じられるために申請者が計画する設備

及び手順等が、第６１条及び重大事故等防止技術的能力基準１．１８項（以下「第６１条

等」という。）における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか。 

－ 申請者が、自主的な対応を含め重大事故等への対処を確実に実施する方針であるか。 

 

第３４条は、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊その他の異常が発生した場合に

適切な措置をとるために、緊急時対策所を原子炉制御室以外の場所に設置することを要求し

ている。 

規制委員会は、申請者が本要求事項を満たすために適切に緊急時対策所を整備する方針で

あることを確認した。 

規制委員会は、重大事故等が発生した場合においても重大事故等に対処するための適切な

措置が講じられるために申請者が計画する設備及び手順等が、第６１条等における各々の要

求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であることから、第６１条等に適合するものと

判断した。 

規制委員会は、これらの確認に当たって、申請者が、第４３条等に従って重大事故等対処設

備及び手順等を適切に整備する方針であることを確認した。 

なお、規制委員会は、申請者が、対策の抽出を行い、自主対策設備及び手順等を整備するこ

とを含め、重大事故等への対処を確実に実施する方針であることを確認した。 

 

・ 通信連絡を行うために必要な設備及び通信連絡に関する手順等（第３５条、第６２条及び重

大事故等防止技術的能力基準１．１９関係） 

本節では、通信連絡設備について、設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の機能を有す

ることから、双方の基準適合性について確認した。 

設計基準対象施設としては、第３５条第１項及び同条第２項に基づき追加要求となった事

項として、設計基準事故が発生した場合において発電所内の人に必要な指示をするために多

様性を確保した通信連絡設備を設けること、また、発電所外の必要な場所と通信連絡するため

に多様性を確保した専用通信回線を設けることを確認した。 
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重大事故等対処施設としては、原子炉施設の内外の通信連絡をする必要がある場所との通

信連絡を行うために申請者が計画する設備及び手順等について、以下の事項を確認した。 

－ 第６２条及び重大事故等防止技術的能力基準１．１９項（以下「第６２条等」という。）

における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか。 

－ 申請者が、自主的な対応を含め重大事故等への対処を確実に実施する方針であるか。 

 

第３５条第１項は、設計基準事故が発生した場合において、発電所内の人に必要な指示をす

るために多様性を確保した通信連絡設備を設ける設計とすることを追加要求している。また、

同条第２項は、発電所外の必要な場所と通信連絡するために多様性を確保した専用通信回線

を設ける設計とすることを追加要求している。 

規制委員会は、申請者が本要求事項を満たすために適切に設備を整備する方針であること

を確認した。 

規制委員会は、重大事故等が発生した場合においても原子炉施設の内外の通信連絡をする

必要がある場所との通信連絡を行うために申請者が計画する設備及び手順等が、第６２条等

における各々の要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であることから、第６２条等

に適合するものと判断した。 

規制委員会は、これらの確認に当たって、申請者が第４３条等に従って重大事故等対処設備

及び手順等を適切に整備する方針であることを確認した。 

なお、規制委員会は、申請者が、自主対策設備及び手順等を整備することを含め、重大事故

等への対処を確実に実施する方針であることを確認した。 

 

  ハ 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応（重大事故

等防止技術的能力基準２．１関係） 

    重大事故等防止技術的能力基準２．１項は、大規模損壊が発生した場合における体制の整備に

関し、申請者において、以下の項目についての手順書が適切に整備されていること又は整備され

る方針が示されていること、加えて、当該手順書に従って活動を行うための体制及び資機材が適

切に整備されていること又は整備される方針が示されていることを要求している。 

一 大規模な火災が発生した場合における消火活動に関すること。 

二 炉心の著しい損傷の影響を緩和するための対策に関すること。 

三 原子炉格納容器の破損の影響を緩和するための対策に関すること。 

四 使用済燃料貯蔵槽の水位を確保するための対策及び燃料体の著しい損傷の影響を緩和

するための対策に関すること。 

五 放射性物質の放出を低減するための対策に関すること。 

 

このため、規制委員会は、以下の項目について審査を行った。 

１．手順書の整備 

２．体制の整備 

３．設備及び資機材の整備 
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規制委員会は、申請者の計画が重大事故等防止技術的能力基準２．１項及び同項の解釈を踏ま

えて必要な検討を加えた上で策定されており、大規模損壊が発生した場合における体制の整備

に関して必要な手順書、体制及び資機材等が適切に整備される方針であることを確認したこと

から、重大事故等防止技術的能力基準２．１項に適合しているものと判断した。 

 

  ニ 審査結果 

    規制委員会は、東北電力株式会社が提出した「女川原子力発電所発電用原子炉設置変更許可申

請書（2号発電用原子炉施設の変更）」（平成 25年 12月 27日申請、令和元年 9月 19日、令和元

年 11 月 6 日、令和元年 11 月 19 日及び令和 2 年 2 月 7 日補正）を審査した結果、当該申請は、

原子炉等規制法第４３条の３の６第１項第２号（技術的能力に係る部分に限る。）、第３号及び第

４号に適合しているものと認めた。 
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（２）「女川原子力発電所２号機の安全性に関する検討会」による検討 

  イ 設置経緯 

  県、女川町及び石巻市（以下、「立地自治体」という。）は、平成２５年１２月２６日付けで東

北電力株式会社から女川原子力発電所２号機に係る原子炉施設の変更に関する事前協議書の提

出を受け、確認する事項が科学的・工学的に専門性が高い内容であったことから、その回答に当

たって参考となる意見を専門家から聴取するため、平成２６年１０月１６日に１０人の専門家

からなる安全性検討会を設置した。 

  検討に当たっては、東日本大震災の震源から最も近いプラントであったことから、「新規制基

準に適合することにより向上する安全性」に加え、「東日本大震災後の施設の健全性」を検討項

目とした。 

 

  ロ 構成員の選定 

安全性検討会の構成員は、学会等において評価が高い者とし、かつ、「①女川原発に関する知

見（地理的情報、施設全般の情報、過去のトラブルや安全対策、東北電力の防災体制、安全文化

等）を多く有する者」又は「②宮城県で発生する可能性のある自然災害について、専門的な知識

を有する者」のいずれかを満たす者を選考し、様々な論点に対応できるよう、原子炉工学のほか、

津波工学や地震工学など、１０の分野の専門家１０名（表４－１）を構成員として選定した。 
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表４－１ 安全性検討会構成員 

職 名 氏 名 専門分野 

座 長 東北大学 名誉教授 若林 利男 
原子力システム安

全工学 

副座長 東北大学 名誉教授 長谷川 雅幸 原子炉材料工学 

 

 

東北大学災害科学国際研究所 

津波工学研究分野 教授 
今村 文彦 津波工学 

 

 

東北大学大学院工学研究科 

量子エネルギー工学専攻 教授 
岩崎 智彦 原子炉工学 

 

 
会津大学 名誉教授 兼本  茂 制御工学 

 

 

東京理科大学工学部 

第一部建築学科 教授 
栗田  哲 耐震工学 

 

 
(株)社会安全研究所 代表取締役所長 首藤 由紀 ヒューマンエラー 

 

 
首都大学東京 名誉教授 鈴木 浩平 機械工学 

 

 

東北大学高度教養教育・学生支援機構 

教授 
関根  勉 放射化学 

 

 
東北大学 名誉教授 源栄 正人 地震工学 

 

 

  ハ 検討経緯 

  安全性検討会においては、女川原子力発電所２号機に係る「東日本大震災後の施設の健全性」

と「新規制基準に適合することにより向上する安全性」について具体的に確認するため、構成員

及び事務局が疑問に思う項目を論点とし、当該論点ごとに東北電力等から説明を行い、構成員に

より検討が行われた。 

また、東北電力からの説明で構成員の疑問が解消されなかった点は、複数回の会議の場で東北

電力から説明が行われたほか、その内容によっては論点化するとともに、県議会議員や住民団体

から提出された要望を取り入れ、新たに論点として追加するなど最終的には９１の論点を検討

した。 

安全性検討会では、平成２６年１１月から令和２年３月にかけて、第１回から第２２回までは

東北電力、第９回及び第２３回は原子力規制庁から論点に関する説明を受けたほか、現地視察を

２回開催し、第２４回会合において、座長から立地自治体に対し、報告書が提出された。 

なお、当初は設置期限を平成２８年１０月１５日までとしていたが、原子力規制委員会による

審査が継続中であり、当初の設置期間内では目的とした意見聴取が困難であったため、設置期間

を２度延長し平成３２年１０月１５日までとした。 
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表４－２ 安全性検討会における検討状況 

回数 開催年月日 議題等 

第１回 H26.11.11 ・女川原子力発電所の概要及び東日本大震災時の対応状況 

・女川原子力発電所２号機の新規制基準適合性審査に係る申請 

の概要 

・女川原子力発電所２号機の地震後の設備健全性確認の状況 

・会議終了後、構成員に対し、質問及び意見等の提出を依頼 

第２回 H26.12.24 ・東日本大震災後の施設の健全性について（津波の調査結果及び

設備被害、ソフト面での対応状況及び教訓、防災訓練実施状況） 

・新規制基準適合性審査申請について（竜巻影響評価、重大事故

等対策の有効性評価、監視測定設備、通信連絡設備） 

・構成員から提出のあった質問、意見、要望等を分類し論点を整理 

現地視察 H27. 1.16 ・防潮堤のかさ上げ工事の状況や、東日本大震災の津波の影響 

等を確認 

第３回 H27. 2.10 ・関連性がある論点についてはあわせて検討することとし、論点

を再整理 

・東日本大震災後の施設の健全性について（点検記録不備） 

・新規制基準適合性審査申請について（確率論的リスク評価の概

要及び結果、重大事故対策の有効性評価） 

第４回 H27. 4.23 ・東日本大震災後の施設の健全性について（炉内点検、記録不備、

設備被害、ソフト面の対応） 

第５回 H27. 5.20 ・東日本大震災後の施設の健全性について（炉内点検、記録不備、

ソフト面の対応） 

・新規制基準適合性審査申請について（その他（モニタリング設

備）） 

第６回 H27. 7.29 ・東日本大震災後の施設の健全性について（炉内点検、震災時の

津波調査、ソフト面の対応） 

・新規制基準適合性審査申請について（内部溢水） 

・その他（安全対策全般（自主対策）） 

第７回 H27. 8.20 ・東日本大震災後の施設の健全性について（ソフト面の対応） 

・新規制基準適合性審査申請について（外部火災他、内部火災、

内部溢水） 

第８回 H27.11.18 ・新規制基準適合性審査申請について（外部火災他） 

第９回 H28. 5.26 ・東日本大震災後の施設の健全性について（記録不備） 

・東北電力から「再発防止対策」及び「記録の修正」の対応状況

について説明するとともに、原子力規制庁女川規制事務所よ

り、保安検査における記録不備の改善状況について説明を行っ

た。 

第１０回 H28. 9. 8 ・東日本大震災後の施設の健全性について（外部火災） 

・新規制基準適合性審査申請について（モニタリング設備等） 
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回数 開催年月日 議題等 

第１１回 H29. 3.24 ・「東日本大震災後の設備の健全性について」のうち、女川原子

力発電所２号機地震後の施設健全性確認の状況として、原子炉

建屋のひびの点検結果、及びコンクリート剛性の低下の状況な

どについて検討を行った。 

・構成員からは、「ひび割れにより低下した建屋の剛性が、機器・

配管へ与える影響評価は、スペクトルによる評価を行うこと」、

「高所・高線量箇所の点検方法についてはどうか（東北電力よ

り、スペクトルの解析等から検討を行っている旨回答）」等の

意見があった。 

第１２回 H29. 6. 8 ・「新規制基準適合性審査申請」のうち、「基準津波」について検

討を行った。 

・東北電力から基準津波の策定フローに従い、基準津波（23.1m）

の策定の経過を説明するとともに、今後、耐津波設計方針の審

査において、津波の敷地への流入防止、漏水による安全機能へ

の影響防止等について審査を受けるとの説明があった。 

・構成員からは、「基準津波が最も高いと想定する理由を、もっ

と分かりやすく説明してほしい」等の意見があった。 

第１３回 H29.11. 1 ・「新規制基準適合性審査申請」のうち、「基準地震動」について

検討を行った。 

・東北電力から、基準地震動の策定フローに従い、「基準地震動」

の策定に至る説明があり、原子力規制委員会の審査における議

論を踏まえ、申請時と比較して、より厳しい条件で算出された

地震動の追加や、余裕度を考慮した応答スペクトルの見直しを

行ったことなどの説明があった。 

・構成員からは、「国の審査において、安全に対する余裕度がど

のように確認されたのか説明してほしい」等の意見があった。 

第１４回 H30. 6. 1 ・「新規制基準適合性審査申請」のうち、「外部電源」「重大事故

対策（運転停止中の原子炉における燃料損傷防止）」「地震（基

準地震動）」について、「その他」として「テロ対策」について

検討を行った。 

・東北電力から各論点について内容を説明し、県からは前回の検

討会で質問のあった国の審査における安全に関する余裕度の

考え方について、県による国審査官へのヒアリング結果と、今

後、本検討会に原子力規制庁を招聘することを報告した。 

・構成員からは、「基準地震動を「概ね妥当」とした国の判断根

拠については、別途、国の審査官が招聘された際に改めて伺う」

等の意見があった。 

第１５回 H30. 6.15 ・「新規制基準適合性審査申請」のうち、「重大事故対策（炉心損

傷防止（津波確率論的リスク評価））」「重大事故対策（使用済燃

料プールにおける燃料損傷防止）」「事故対応の基盤整備（緊急

時対策所）」について検討を行った。 

・東北電力から各論点について内容を説明し、構成員からは、緊

急時対策所の対策要員の７日間の実効線量を０．７ ｍＳｖと

した算出の根拠や、建屋を免震構造から耐震構造に変更した詳

細な経緯などについて質問があった。 
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回数 開催年月日 議題等 

第１６回 H31. 4.23 ・「新規制基準適合性審査申請」のうち、その他の自然現象等の

「竜巻」及び「火山」、事故対応の基盤整備の「緊急時対策所」

について検討を行った。 

・東北電力から各論点について内容を説明し、構成員からは、緊

急時対策所を免震構造とできなかった理由は建屋自体の荷重

の増加によるものか等について質問があった。 

現地視察 H31. 4.24 ・２号機建屋内においてフィルター付き格納容器ベント装置や

水素再結合装置、耐震工事の状況等を確認したほか、屋外設備

として防潮堤の工事の状況や可搬型重大事故対処設備、屋外淡

水貯水槽等について確認した。 

第１７回 R1. 6. 7 ・「新規制基準適合性審査申請」のうち、重大事故対策の「炉心

損傷防止（有効性評価含む）」及び事故対応の基盤整備の「制御

室」について検討を行った。 

・東北電力から各論点について内容を説明し、構成員からは、放

射性物質の放出条件について質問があったほか、設置変更許可

申請書と数値が異なる部分について説明を求める意見や、県に

対し、国が女川原子力発電所を被災プラントとしてどのように

審査したか確認するよう意見があった。 

第１８回 R1. 8. 2 ・「新規制基準適合性審査申請」のうち、重大事故対策の「放射

性物質の拡散抑制」「炉心損傷防止」及び「津波（耐津波設計方

針）」等について検討を行った。 

・東北電力から各論点について内容を説明し、構成員からは、原

子炉建屋の水素爆発による損傷を防止するための「静的触媒式

水素再結合装置」の動作や大気への拡散抑制設備である放水設

備の有効性について質問があったほか、津波監視カメラの活用

方法についての提案（港湾部にスケールを設置し、津波襲来高

さを画像で判断）等があった。 

第１９回 R1. 8.30 ・「新規制基準適合性審査申請」のうち、「重大事故対策（格納容

器破損防止）」、「事故対応の基盤整備（制御室）」、「事故対応の

基盤整備（緊急時対策所）」について検討を行った。 

・東北電力から各論点について内容を説明し、構成員からは、格

納容器破損防止対策の有効性評価において、東北電力の解析結

果と原子力規制委員会の解析結果が同様の傾向を示している

ことについて詳細に説明してほしい等の意見があった。 

第２０回 R1.10.11 ・「東日本大震災後の設備の健全性について」のうち、「炉内点

検」、「確認手法」、「設備被害」及び「点検・評価結果」につい

て検討を行った。また、「新規制基準適合性審査申請」のうち、

「地震（耐震設計方針等）」について検討を行った。 

・東北電力から各論点について内容を説明し、構成員からは、燃

料集合体のゆがみを模擬せずに制御棒挿入の議論をして妥当

なのか等の意見があった。また、県議からの要望を安全性検討

会において取り扱うことについて異論はなかった。 
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回数 開催年月日 議題等 

第２１回 R1.10.23 ・「新規制基準適合性審査申請」のうち、「重大事故対策（大規模

損壊、格納容器破損防止、その他）」について検討を行った。 

・東北電力から各論点について内容を説明し、構成員からは、１

００テラベクレルの放出で発電所敷地外への影響がないとい

う根拠書類を見せてほしい等の意見があった。 

第２２回 R2. 2. 7 ・「新規制基準適合性審査申請」のうち、「重大事故対策（格納容

器破損防止（水蒸気爆発等）、その他）」及び「その他の自然現

象（竜巻）」について検討を行った。 

・水蒸気爆発については、「脱原発をめざす宮城県議の会」及び

県内の市民団体からの要望書にて求められていた部分につい

て東北電力からの説明をもとに意見が交わされた。 

・なお、水蒸気爆発は、より一層専門性が高い内容であったため、

構成員の意見を受け、座長と相談のうえ、以下の外部有識者を

招請した。 

成合英樹（なりあい ひでき） 筑波大学名誉教授  

専門分野：原子力熱工学 

  日本学術会議の原子力安全に関する分科会や小委員会等の

特任連携会員を現任 

・東北電力から各論点について内容を説明し、外部有識者からは

水蒸気爆発に関する危険性の指摘等はなかった。 

第２３回 R2. 3.23 ・原子力規制庁原子力規制部審査グループの実用炉審査部門及

び地震・津波審査部門において、女川原子力発電所２号機の審

査を行った担当官を招請し、審査結果の概要について説明を聞

き、質疑応答を行った。 

・座長から受領する検討結果の基礎となる、これまでの意見等を

整理した資料を確認した。 

第２４回 R2. 7.29 ・座長から女川原子力発電所２号機の安全性に関する意見の報

告を受領した。 
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  ニ 安全性検討会における検討結果 

   （イ）総括 

      安全性検討会では、論点ごとに多くの意見・要望が出され、その内容は、令和２年７月２

９日に実施した第２４回会合において座長から立地自治体に提出された「女川原子力発電

所２号機の安全性に関する意見について（報告）」（別添）の中で、第１回から第２３回まで

の会議で出された全ての意見・要望が論点ごとに整理された。また、第２４回では構成員か

ら全体を通じた意見が追加的に出された。 

      その結果、「東日本大震災後の施設の健全性」や「新規制基準に適合することにより向上

する安全性」を否定する意見は出されなかった。 

      なお、構成員から提出された意見について、後述「（ハ）各構成員の意見及び対応状況」

のとおり大半は対応されているが、対応中や今後対応とした意見への取組状況については、

引き続き、関係自治体において確認していく必要がある。 

 

表４－３ 論点一覧（１．東日本大震災後の施設の健全性について） 

項目 

（論点） 

論点 

番号 
論点の内容 

（１） 

炉内点検 

1 東北地方太平洋沖地震後における冷温停止までの炉心挙動について 

2 東北地方太平洋沖地震後における原子炉内構造物の健全性について 

3 東北地方太平洋沖地震後における原子炉圧力容器、炉内構造物の健全性について 

4 東北地方太平洋沖地震後における原子炉内などの高線量箇所の点検方法について 

5 東北地方太平洋沖地震後における炉内構造物などの点検計画の妥当性について 

6 東北地方太平洋沖地震後における炉内構造物復旧後の健全性確認方法について 

7 東北地方太平洋沖地震後における原子炉圧力容器監視試験片の試験結果について 

（２） 

確認手法 

 

8 東北地方太平洋沖地震後における目視点検による健全性確認の妥当性について 

9 東北地方太平洋沖地震後における健全性確認時の知見について 

10 東北地方太平洋沖地震後における健全性確認の判断基準の妥当性について 

11 
東北地方太平洋沖地震後における建物・構築物と機器・系統の連結部の被害状況につ

いて 

12 地震の性質（地震加速度、変形、繰り返し）の分類による被害状況について 

13 東北地方太平洋沖地震後における健全性確認に係る作業員力量について 

14 
東北地方太平洋沖地震後における目視点検者の力量確認及び目視点検結果の妥当性

確認について 

15 東北地方太平洋沖地震後における点検計画や点検結果の確認体制の妥当性について 

16 東北地方太平洋沖地震後における被害調査実施体制と教訓ついて 

17 
東北地方太平洋沖地震後における建物・構築物の点検に関する第三者機関の確認状

況について 
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項目 

（論点） 

論点 

番号 
論点の内容 

（３） 

記録不備 
18 

東北地方太平洋沖地震後における設備健全性確認点検の記録不備に係る原因につい

て 

19 
東北地方太平洋沖地震後における設備健全性確認点検の記録不備に係る対策につい

て 

20 
東北地方太平洋沖地震後における設備健全性確認点検の記録不備に係る指揮命令に

ついて 

21 東北地方太平洋沖地震後における健全性確認体制の妥当性について 

22 
東北地方太平洋沖地震後における設備健全性確認点検の記録不備に係る再発防止対

策と品質保証体制総点検に係る再発防止対策の関係性について 

（４） 

震災時の

津波調査 

23 

東北地方太平洋沖地震による津波の調査結果及び設備被害について 

（５） 

設備被害 

24 天井クレーンの機能・耐震要求及び緊急時の取扱いについて 

25 東北地方太平洋沖地震による軽微な被害の波及影響について 

（６） 

ソフト面

の対応 

26 東日本大震災時における運転員の対応の妥当性について 

27 東日本大震災当時における発電所対策本部の対応の妥当性について 

28 東日本大震災時における発電所の指揮命令系統の妥当性について 

29 東日本大震災時における発電所と本店の役割分担の妥当性について 

30 東日本大震災時におけるソフト面の対応に係る課題と今後の対応について 

（７） 

点検・評

価結果 

31 東日本大震災後における機器・系統の健全性確認の妥当性について 

32 東北地方太平洋沖地震による建物・構築物の健全性確認の妥当性について 

33 地震応答解析と被害の調査結果の関係性について 

34 地震応答解析評価の裕度について 

35 これまでの繰り返しの地震による建物や機器への影響について 

36 観測された地震動の再現モデルを踏まえた評価・点検方針について 

37 耐震重要度の低い設備の耐震設計について 

38 東北地方太平洋沖地震時における設備の地震観測記録について 

39 原子炉建屋各階に設置されている機器・系統の健全性評価について 

40 
これまでに発生した機器・配管等のひび割れや減肉に対する東北地方太平洋沖地震

等の影響について 

41 重油タンク倒壊を踏まえた対策の水平展開について 
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表４－４ 論点一覧（２．新規制基準適合性審査申請について） 

項目 

（論点） 

論点 

番号 
論点の内容 

（１）地震 

(基準地震動) 

42 東北地方太平洋沖地震前に策定した基準地震動の妥当性について 

43 新規制基準適合性審査において策定した基準地震動の策定根拠について 

（１）地震 

(耐震設計方針) 

44 使用済燃料プールの耐震性（裕度）について 

45 耐震工事における施工基準と施工体制について 

46 機器・配管の耐震対策について 

47 耐震重要度の低い設備の耐震対策について 

48 電気設備の耐震対策について 

41 

再掲 

耐震重要度の低い設備の被害状況と今後の教訓について 

（２）津波 

(基準津波) 

49 基準津波の設定と津波対策の妥当性について 

50 防潮堤の設計において考慮する津波波圧について 

51 基準津波及び入力津波の設定について 

（２）津波 

(耐津波設計方針) 

52 女川２号機原子炉建屋への浸水対策について 

23 

再掲 

耐津波設計方針について 

49 

再掲 

耐津波設計及び防潮堤を超える津波に係る対応について 

53 防潮堤高さの妥当性について 

41 

再掲 

重油タンク倒壊を踏まえた耐津波設計について 

（３）その他の自

然現象(竜巻) 
54 

自然災害時におけるソフト面に対する新規制基準の要求事項と対応の妥当性

について 

55 設計竜巻の妥当性について 

56 基準竜巻、設計竜巻の評価結果の妥当性について 

（３）その他の自

然現象(火山) 

57 火山影響評価の妥当性について 

58 対象火山で異常（火山性微動等）が観測された場合の対応方法について 

（３）その他の自

然現象(外部火災 

他) 

59 外部火災の影響評価の妥当性について 

60 
想定する自然現象の重畳（組合せ）の妥当性について 

（４）内部火災 61 火災防護対策の妥当性について 

（５）内部溢水 62 内部溢水経路の想定に係る妥当性について 

63 内部溢水の溢流に係る評価の妥当性について 

 



Ⅰ 本編 

- 52 - 

 

 

項目 

（論点） 

論点 

番号 

論点の内容 

（６）外部電源 64 外部電源の信頼性及び東日本大震災当時の復旧状況について 

（７）モニタリン

グ設備等 
65 

放射性物質濃度及び放射線量率等の測定と情報提供の方法の妥当性について 

（８）重大事故対

策 

66 設計上の想定を上回る外部事象に係る対応の妥当性について 

67 電源系その他設備における共通原因故障の考え方について 

68 原子力発電所が破損に至る事故事象の評価方法の妥当性について 

69 ＰＲＡ（確率論的リスク評価）導入による安全性の向上について 

70 ＰＲＡ（確率論的リスク評価）の解析手法、解析結果及び信頼性について 

71 重大事故対策に対する有効性評価について 

72 有効性評価において、重大事故対策が動作しない場合の評価結果について 

73 設計基準を超える事象の対応について 

74 原子炉停止機能喪失時の対応の妥当性について 

75 水素発生防止対策の妥当性について 

76 格納容器フィルタベント設備の性能及び運用について 

77 炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策の妥当性について 

78 事故時の公衆被ばく状況について 

79 原子力災害事前対策に係る想定事故について 

80 地震・津波起因による炉心損傷防止対策について 

81 格納容器破損防止対策の有効性評価の妥当性について 

（９）事故対応の

基盤整備(制御室) 
82 

原子炉制御室（中央制御室）における被ばく評価の妥当性について 

（９）事故対応の

基盤整備(緊急時

対策所) 

83 

緊急時対策所の構造の変更及び被ばく評価の妥当性について 

（１０）審査結果 84 原子力規制委員会による審査の考え方について 
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表４－５ 論点一覧（３．その他） 

項目 

（論点） 

論点 

番号 
論点の内容 

（１）安全対策全

般（自主対策） 

30 

再掲 

東北地方太平洋沖地震等の対応で得られた教訓・課題と対応状況について 

85 海外を含む過去の原子力発電所事故等の教訓や緊急時対策所の設計について 

86 自主的対策の取組み状況について 

87 津波観測データの収集機能の整備及び運用面での活用について 

88 過去の地震被害による教訓と対策について 

（２）原子力防災 89 東日本大震災以降における防災訓練の充実化について 

（３）情報公開 90 東北地方太平洋沖地震後の健全性確認における第三者評価について 

（４）その他 91 原子力発電所におけるテロ対策について 

 

   （ロ）主な意見 

      令和２年７月２９日に実施した第２４回安全性検討会において、関係自治体が座長から

提出を受けた「女川原子力発電所２号機の安全性に関する意見について（報告）」に記載の

主な意見は下表のとおり。 

 

表４－６ 女川原子力発電所２号機の安全性に関する意見について（報告）に記載の主な意見 

項 目 概 要 

国に要望すべき事項 ○ 原子力発電所の安全性に関して新たな知見を得たときは、規制

基準を速やかに見直し、その内容について県民にわかりやすく説

明したうえで、施設の変更に係る審査を行うこと。また、女川原

子力発電所は、東北地方太平洋沖地震の影響を受けていることか

ら、工事計画認可においても、施設の健全性を特に考慮した審査

を行うこと。 

○ 原子力規制庁職員が発電所員を適切に指導・監督できるよう、

当該職員の能力向上について日々努力すること。 

自治体が配慮すべき事項 ○ 災害時においても、環境放射線のモニタリング結果が県民に十

分に伝わるよう、その情報を速やかにわかりやすく提供すること。 
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項 目 概 要 

東北電力株式会社に対

して要請すべき事項 

○ 原子力発電所の安全対策については、常に最新知見を反映する

とともに、確率論的リスク評価に係る評価手法の不断の見直しや、

地震に対する安全性について県民に対し丁寧に説明を行うこと 

○ 品質保証活動は、過去に起こした不適合やトラブルの再発防止

意識を風化させないような取組みが重要であり、トップマネジメ

ントの強化をはじめ、絶えずＰＤＣＡサイクルを回して安全性を

向上させ、前向きに進むように努力を続けること。 

○ 原子力発電所の保守運営に当たり、原子力発電所の安全の保持

は、一義的には電力社員や協力企業社員が担っているということ

をしっかり自覚すること。 

○ 重大事故等対処設備や自主的に整備した安全設備など様々な

機器が新設されていることから、原子力発電所に従事する電力社

員や協力企業社員に対しては、それら機器の適切な運用を確保す

るために、事故時のプラント挙動を含め、機器の動作・運用の本

質的な理解ができる教育に取り組むこと。 

 

   （ハ）各構成員の意見及び対応状況 

      座長から提出を受けた報告に記載された東北電力に対する意見や、第２４回安全性検討

会において各構成員から出された意見と東北電力の対応状況は以下のとおり。 

 

表４－７ 東北電力において対応済の意見 

論点 

番号 

報告の 

ページ 
構成員意見・要望 具体的な対応状況 

2 1 東北地方太平洋沖地震の際、外部電源が

５系統のうち４系統喪失した中で、冷却

系統の浸水によりディーゼル発電機が使

えなくなったことや電源盤が火災で一部

使えなくなったということもあったの

で、原因を究明した上で対策の強化をお

願いしたい。 

【浸水】 

浸水の原因は、津波による水位上昇の

影響で海水ポンプ室に設置している水

位計設置箱の上蓋が押し上げられたこ

とによるものであるため、対策とし

て、配管貫通部の補修等の暫定対策を

平成 23年に実施し、水位計を設置して

いた開口部をコンクリートにて閉止す

る恒久対策を令和 2年に実施済であ

る。 

【火災】 

火災の原因は、高圧電源盤内のしゃ断

器が、地震による振動で大きく揺れて
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断路部が破損したことによるものであ

るため、対策として、耐震性が高い横

置式のしゃ断器への変更を平成 25年ま

でに実施済である。 

7 10 今後とも継続的な点検及び監視試験片試

験の評価を進め安全性を確認してほし

い。 

定期事業者検査において、継続的な点検

と継続的な監視試験片試験の評価を行

っている。 

9 13 巨大地震後には余震が続くのが特徴的だ

が、本震による健全性確認後、余震の大

きさに応じた健全性確認の仕組みを検討

してほしい。 

地震後の健全性確認については、社内

マニュアル（『地震後における保安確認

要領』）において、地震の強さに応じた

機器等の点検を実施する仕組みを構築

済みであり、本震後の余震発生時にお

いても、本マニュアルに基づき地震の

強さに応じて点検を実施することとし

ている。 

10 14 今後とも経年変化を点検等により確認し

て設備健全性を評価してほしい。 

定期事業者検査において、継続的な点検

を行っている。 

建屋の耐震壁等については、今後の定期

的な保守点検においてひび割れ等の点

検、保修を行っていく。 

11 16 今後とも定期的な点検により、継続的に

健全性を確認してほしい。 

13 18 継続的な教育訓練の実施、資格取得の奨

励を行ってほしい。 

設備の点検にあたっては、以下のように

必要な資格や力量をもった作業員を確

保して実施している。今後も継続して有

資格者の確保等、必要な力量をもった作

業員の確保に努めていく。 

≪建物・構築物≫ 

建物・構築物の点検にあたっては、点検

を行う実施会社に対して、有資格者や業

務実績、品質保証活動の状況等を評価し

ている。また、目視点検の実施者につい

ては、日本産業規格（JIS）の要求、経験

年数や資格等を踏まえ、適切な力量を有

していることを実施計画書等の書面で

確認している。 

≪機器・系統≫ 

機器・系統の点検にあたっては、非破壊

検査では有資格者であること、目視点検

等においては日本産業規格（JIS）の要
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求、教育受講実績を踏まえた者であるこ

と、及びそれら以外の点検については、

業務経験等の確認を受けた者であるこ

とを作業員名簿等の書面で確認してい

る。 

15 20 点検結果に基づき点検方法等の改善に継

続的に努めてほしい。 

保守管理において点検結果を踏まえ保

全の有効性を評価して点検方法を継続

的に改善している。 

16 21 被害調査実施体制については、見直し等

を継続的に行い改善に努めてほしい。 

地震後設備健全性確認の実施体制につ

いては、記録不備を踏まえた再発防止対

策に基づき、ミスが発生しにくいような

記録様式の改善や記録ルールの明確化・

徹底といった直接的な対策はもとより、

組織横断の責任者の配置や品質保証部

門の関与強化など、品質保証体制の強化

を図るとともに、実施状況を確認し、継

続的に改善を図りながら点検を進めて

いる。 

19 25 再発防止対策をいかに持続するかという

のが原子力発電所運営の一番のポイント

になる。勘に頼らず、作業はチェックシ

ートに沿った対応を徹底していただきた

い。 

平成 26年の地震後健全性確認点検の記

録不備事案を踏まえ、①相互連携を強

化し、ミスを「未然に防ぐ」、ミスに

「気づき」「改善する」仕組みの強化の

ため、記録チェックの仕組みおよび報

告書等の作成ルールの見直しを実施、

②新たな業務の「実践力を鍛える」た

め、ＱＭＳ教育テキストを改善、③業

務をチェックする専門的な目を強化す

るため、監査部門における技術専門家

の人員強化、等の再発防止対策を平成

27年度に実施済である。 

また、教育及び監査等により、この教

訓が風化しないよう努めている。 

19 25 同様の事象が発生しないよう再発防止対

策にしっかり取り組んでほしい。 

19 25 点検簿にチェック･記入する際、そこに存

在しない機器・用具･装置などにも点検チ

ェックしてしまうなどの検査の形骸化が

過去に見られた。様式を変更するなどの

措置は行ったが、実質的に継続的な安全

点検が行えるように教育を強化してほし

い。 

20 28 今後とも、ヒューマンエラー低減に努力

してほしい。 

22 31 社外（専門のコンサルタント）の客観的

な評価を導入し、品質保証体制を向上さ

せてほしい。 

世界原子力発電事業者協会（ＷＡＮＯ）、

原子力安全推進協会（ＪＡＮＳＩ）によ

る第３者レビューを定期的に受け、国際

的な最高水準（エクセレンス）を目指し
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て様々な改善事項を抽出し、適切に改善

することで業務品質の向上を図ってい

る。 

 

23 33 今後、湾の地形変化を伴う工事や浚渫

（しゅんせつ）を行う場合は、今回行っ

たような湾の増幅特性（固有周期）の解

析をやった方がよい。 

復興工事・計画等による地形変化の影

響について評価を実施し、発電所にお

ける津波評価への影響が軽微であるこ

とを確認している。このような評価に

ついて、今後も継続的に実施してい

く。 

24 35 県民に対して、地震によって機器・設備

が損傷しても原子炉の安全性が担保でき

ることを丁寧に説明いただきたい。 

設備トラブルや災害時には、プレス発

表及びツイッターで設備の被害状況を

公表していくこととしており、この中

で安全性への影響について丁寧で分か

り易い情報発信に努めている。 

25 37 今後とも、軽微な被害についても注意深く

対応してほしい。 

軽度な被害が積み重なったとしても、安

全上重要な機能に連鎖的に影響が及ば

ない設計としている。 

軽度な被害に対しても、不適合管理の中

で処置や再発防止を図る等、適切に対応

している。 

26 38 測定機器のデータログは残っていると思

うので、そういうものを公開する必要性

もあると思う。 

法令や安全協定に基づくトラブル報告

にあたっては、これまでも必要なプラ

ントデータを付して報告書を作成し、

公開しており、今後も引き続き必要な

データについては公開していく。 

26 38 中央制御室など重要な場所の状況は、の

ちの検証等のために映像で確認できるこ

と（映像を残すこと）を考えてほしい。 

東京電力福島第一原子力発電所事故を

踏まえ、原子力災害時の対応状況の事後

検証を行うことができるよう、発電所対

策本部の映像を記録する運用としてい

る。 

27 39 プラントメーカ等の緊急時における協力

体制など、きめ細かくして検討いただき

たい。 

東京電力福島第一原子力発電所事故を

踏まえ、原子力災害時にプラントメー

カからの技術支援が確実に得られるよ

う協定を締結している。 

27 39 某自治体では衛星通信回線について電話

番号が分からなかったために使えなかっ

たという事例が他であった。発電所対策

発電所対策本部から関係自治体等への

通報連絡については、予め通信手段や

電話番号を含む連絡先について明確化
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本部においては通信に支障をきたさない

よう適切に対応してほしい。 

する等、確実に連絡ができるよう資機

材を整備している。また、これら資機

材を確実に運用できるよう訓練により

習熟を図っている。 

27 39 モニタリングポストの値が上昇した件、

女川起因ではないということが県民に十

分伝わっていなかったと思う。女川サイ

トでの異常有無の情報を早めに出せる方

法がないか検討いただきたい。 

震災当時のモニタリングポストの一時

的な指示値の上昇は、発電所からの放射

性物質等の放出によるものではない旨

をプレス発表している。 

また、記者会見により、丁寧な説明を行

っている。 

今後も、有事の際には、プレス発表及

びツイッターで設備の被害状況を公表

していくこととしており、この中で安

全性への影響について丁寧で分かり易

い情報発信に努めていく。 

28 41 今後とも、訓練を通して、指揮命令系統

の改良等に努めてほしい。 

東北電力では東京電力福島第一原子力

発電所事故以前から事故収束は発電所

が主体的に実施し、本店はサポートに徹

するとの基本的考え方に基づき、対応を

実施してきている。東京電力福島第一原

子力発電所事故を踏まえ、このような基

本的考え方を徹底するため、本店対策本

部の心得を作成し、訓練により習熟を図

っている。 

29 42 東京電力福島第一原子力発電所事故を踏

まえ、本店は現場（発電所）の対応をい

かにサポートするかという視点で、現場

の対応を阻害しないようなことを基本に

して欲しい。 

30 43 国との専用通信回線に関して、国とも連

携しセキュリティ対策のより一層の強化

に努めてほしい。 

防災ネットワークは、セキュリティ対

策がなされているとともに、国と自治

体と事業者との専用回線となってお

り、外部との接続はされていない。引

き続き、セキュリティ対策に留意して

対応していく。 

39 53 機器・系統の地震応答解析評価にあたっ

ての入力は床応答スペクトルの実測値と

する等、合理的かつ説得力ある結果が得

られるようなやり方を考えることが大事

だと思う。 

機器・配管系の地震後健全性確認（地震

応答解析）では、設備が設置された階

（床）の地震観測記録（実測値）に基づ

く床応答スペクトルのデータも十分活

用しながら、適切に地震応答解析を実施

している。 

40 54 今後の試運転等においても、これらの確

認を行ってほしい。 

定期事業者検査において、継続的な点検

を行っている。 
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43 57 機器は建屋と異なり非常に多様であり、

周波数領域も広いため、確率論で本当に

安全性まで評価するのは難しいと思う。

破損モードと入力の確率の関係は、まだ

まだデータを収集する必要があり相当大

変だが、一番大事なのは何をもって破損

と言うのか。少なくともここだけは押さ

えてほしい。 

地震ＰＲＡ評価では、機器への地震荷

重と機器自体が持つ耐力を比較するこ

とで破損の有無について判断してい

る。 

43 57 基準地震動のスペクトルの確率論的地震

動には、多段階設計法という大きな流れ

があり、その中で女川だけでなく他サイ

トも含めて位置づけを見ていくような指

標になると考える。女川の例を見て感じ

たのは、短周期ほど上下動の水平動に対

する比率が相当大きい。この辺が機器・

配管、建屋の設計に与える影響について

気になっており、多段階設計法へどのよ

うに反映していくのか、女川の特徴を整

理しておくという意味で非常に役立つ情

報かと思う。 

発電所の「止める」「冷やす」「閉じ込

める」の安全上重要な機能を担う設備

については、全て一律に耐震Ｓクラス

とし、基準地震動に耐えられる設計と

している。また、耐震Ｂ、Ｃクラスの

重要度が低い設備に対しては、その損

傷による波及的影響がないよう設計し

ている。 

このように決定論に基づき耐震重要度

を設定した上で、短周期において上下

動が卓越する特性をもった女川の基準

地震動に対して安全性が確保できる設

計としている。 

49 67 津波シミュレーションについて、学会の

知識を使って精度よく再現しているが、

今後、学会など第三者の目で評価してい

ただきたい。 

津波シミュレーション結果について

は、土木学会等の場で発表している。

また、有識者にも東北電力の考え方の

妥当性を確認していただいている。 

49 67 耐震設計では、地震の発生頻度によっ

て、事前対策や事後対策を講じるマトリ

クスを作成している。耐津波設計におい

ても、このような考え方が必要ではない

か。 

発電所の「止める」「冷やす」「閉じ込め

る」の安全上重要な機能を持つ設備は、

基準津波に対して機能が損なわれない

よう、遡上波の到達や水路等の経路から

の流入を防止する設計としている。 

安全重要度が低い設備については、その

損傷による津波流入の可能性も考え、重

要な設備に影響しないような設計とし

ている。 

このように、耐津波設計も決定論に基づ

き安全重要度に応じた設計としている。 
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今後も研究成果や知見を収集するとと

もに、規制の議論、動向にも注視し、適

切に対応していく。 

52 72 新防潮堤の設置により海側からの津波の

脅威は減少したが、逆に近年の豪雨など

による内側からの瞬間的な多量の雨水の

排出能力は弱まることが推察されるの

で、排水能力の向上については十分に配

慮してほしい。 

発電所における雨水排水対策としては、

周辺地域の既往最大降水量である「時間

９１．０ｍｍ」（石巻：平成２６年９月１

１日）の降雨が連続したとしても、３倍

程度の余裕を以って排水可能な水路を

新設し、万全を期している。 

55 78 風速 100ｍ／ｓとなれば、送電鉄塔の倒

壊も容易に想像される。また、人も屋外

に行けなくなる。重要施設に対する竜巻

防護だけでなく、例えば架空線等もしっ

かり考慮した検討をしてほしい。 

竜巻に対する防護設計については、安

全上の重要施設の防護だけでなく、送

電鉄塔の倒壊等による波及的影響も考

慮しており、竜巻発生時に送電鉄塔が

損壊しても、安全上の重要施設に波及

的影響を与えず、非常用ディーゼル発

電設備による給電が可能な設計として

いる。また、モニタリングポストの架

空線の損傷等に対しても、可搬型設備

で対応することや修復することにより

機能を損なわない設計としている。 

56 80 軽度な被害の積み重なりにより、連鎖的

に被害が大きく広がらないような対策が

必要。 

設備設計においては、考慮すべき自然

事象（地震、竜巻等）を抽出し、それ

ぞれの事象に対して想定され得る最も

厳しい条件で発電所の安全性を確保し

ている。 

その上で、自然事象により軽度な被害

が積み重なったとしても、安全上重要

な機能に連鎖的に影響が及ばない設計

としている。 

61 87 過去の工事で火災を発生させたこともあ

るので、火災発生防止には非常に気を使

っていただきたい。特に放射性物質の飛

散というのは絶対避けなければいけな

い。 

過去の工事での火災事例を踏まえ、不

燃養生の強化や火気使用作業監視員の

選任等の防火管理ルールの強化を実施

しており、今後も継続して火気使用作

業管理を徹底していく。 

62 88 見落としがないということはないので、

原子力規制庁が確認する以外に、第三者

にレビューをしてもらう機会を考えたほ

うがいいのではないか。 

品質保証活動の中で設計、施工段階の

様々なチェックを行い、対策の適切性を

確認することとしている。さらに、原子

力規制検査の導入に伴い、使用前事業者
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62 88 各区画の主要配管の他に計装配管やケー

ブル類貫通孔について、漏れなく溢水防

護対策が行われていること、ダブルチェ

ックされることをお願いしたい。 

検査において、検査は、工事担当箇所と

は別の組織の者が実施する仕組みを構

築しており、独立性を確保した検査を実

施していく。 

65 91 緊急時にあたっては、情報の公開という

よりも透明性が大切である。情報発信者

の義務として十分注意を払っていただき

たい。 

設備トラブルや災害時には、プレス発表

及びツイッターで設備の被害状況を公

表していくこととしており、この中でプ

ラントの状況や安全性への影響につい

て、事実関係に基づく正しい正しく情報

発信を行うことにより、透明性の確保に

努めていく。なお、モニタリングポスト

等の観測値については、東北電力ホーム

ページ内のリアルタイムデータにおい

て常時掲示している。 

65 91 平時や緊急時におけるモニタリングポス

トの観測値について、電力から関係自治

体へ情報発信する際、コメントを付ける

と関係自治体も当該情報の取扱いが容易

になるのではないか。 

モニタリングポスト等の観測値につい

ては、東北電力ホームページ内のリアル

タイムデータにおいて常時掲示してい

る。これらの値に変動がある場合には、

その理由等をホームページ内に掲示す

ることとしている。 

また、設備トラブルや災害時の通報連絡

にあたっては、安全性への影響について

把握し易いように、モニタリングポスト

等の指示値の変化の有無、環境への影響

の有無についても情報発信することと

している。 

68 95 メーカーによる検査の不適切な対応が多

数発覚していることを踏まえ、このような

不備などについてもＰＲＡに含むべきで

はないか。 

検査の不適切な対応の結果として顕在

化する各機器の不具合情報も、ＰＲＡに

用いている機器故障率に考慮されてい

る。 

81 114 中越沖地震の際、柏崎刈羽では使用済燃

料プールから溢れた水が、最終的に海洋

に出ていった事案があったが、その際は

メディアの理解不足によって社会的に混

乱を招いたことがあった。そのようにな

らないよう、事故が発生した時の正しい

報道機関に対しては、取材を受けるだけ

ではなく、適宜、発電所見学会や原子力

に関する勉強会を通じて、原子力発電に

ついて正しく理解していただけるよう

取り組んでおり、今後も継続して実施し

ていく。 
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報道のためにも、普段からメディア等に

対する教育が重要となる。 

81 114 BWRの場合、圧力容器下部の構造物を考

慮すれば、PWRに比べて流出した溶融炉

心の温度が低下し、水蒸気爆発の可能性

は非常に低くなると思うが、そのような

構造物を踏まえた熱計算等、定量的な評

価はできないのか。 

水蒸気爆発については、過去の実験など

の結果から可能性は極めて低いことを

確認している。圧力容器下部には制御棒

駆動機構等の構造物が存在しているた

め、実機では水蒸気爆発の発生の可能性

が更に低いと考えられる。 

しかし、溶融炉心と圧力容器下部構造物

の相互作用による温度低下を定量的に

評価することが困難であるため、ご指摘

のような構造物を模擬した評価は難し

い。 

82 119 可能であれば、重大事故の際に外部の状

況を確認する手段（ドローン等）も検討

したほうがよい。 

中央制御室から外部の状況を確認する

設備として、監視カメラを設置するこ

ととしている。 

ドローンについては、電力各社共同で

緊急時支援組織を設置しており、当該

組織の災害復旧用資機材として整備し

ている。 

82 119 ブローアウトパネル閉止装置について、

事故が起こったときも遠隔で確実に自然

に閉まるようなフェイルセーフ的な構造

をしっかり考えておいてほしい。 

ブローアウトパネルは、原子炉建屋内で

大量の蒸気漏えいが発生した場合に、放

出蒸気による圧力から原子炉建屋等を

防護するために、建屋の内外差圧により

自動的に開放し、放出蒸気を建屋外に放

出することを目的に設置されている。 

ブローアウトパネル閉止装置は、事故時

にブローアウトパネルが開放した際、中

央制御室の居住性を確保するためにこ

れを閉止する必要がある場合の対策と

して、ブローアウトパネル内側に設置す

るものである。 

当該閉止装置は、ブローアウトパネルの

機能を阻害しないよう、通常は開放状態

を維持する必要がある。当該閉止装置

を、自然に閉まるフェイルセーフ的な設
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計にすることによって、場合によっては

ブローアウトパネルの開放に悪影響を

与えることも考えられる。 

このため、電源を多様化するなど中央

制御室からの遠隔での閉止機能に信頼

性を確保するほか、人力での閉止もで

きるようにして確実に閉止できる設計

としている。 

86 131 重大事故対策設備が機能喪失に至るよう

な地震があれば、自主対策設備に係る配

管の建屋への接続部等の方が耐性はない

と思うので、壊れる可能性は高いと考え

る。耐震重要度の高い配管等であれば問

題無いが、特に接続部等への対策もしっ

かり考えてほしい。 

設備の耐震評価にあたっては、耐震クラ

スの低い設備の破損による安全上重要

な設備への波及影響の観点でも評価を

実施しており、接続部を含め波及影響が

ないような設計としている。 

87 132 GPS津波監視システムは、宮城中部沖

（金華山沖）や宮城北部沖（広田湾沖）

の GPS波浪計でキャッチしてから動くシ

ステムなので、何分後に情報が得られる

のか、タイムラインが必要。 

GPS 津波監視システムで津波の発生を感

知してから、発電所に津波が到達するの

は、波源位置にも拠るが概ね１５分から

２０分後である。 

津波襲来時には湾岸部での作業員の避

難が初動対応としては重要であり、で

きるだけ早期に避難できるよう、津波

注意報や津波警報が発生した時点で、

避難指示を行うこととしている。 

90 135 今後も地震後の健全性確認点検等に係る

研究やその成果について積極的に情報発

信願う。 

東北電力の調査・研究等で得られた地

震、津波、耐震実験等の知見については、

これまでも適宜、学会での論文発表等に

より国内外に情報発信しており、今後も

継続して実施していく。 

- - （第２４回安全性検討会において構成員

から発言） 

過去の被害例の報告などから特定の機器

や部位を構造的に補強したり、補強設備

などを付加的に設置することが、総合化

されている機器系システムに対して新た

に脆弱部を設けることになり逆効果にな

りうる。常に、総合系としての機能安全

を保持することの重要性を指摘したい。

設備の補強工事にあたっては、補強目的

の観点だけでなく、当該設備に要求され

る機能の維持、周辺設備への波及的影響

等を考慮した設計確認および現地確認

を総合的に実施している。 

なお、配管系の耐震補強では、補強部材

や支持装置等を追設したことを考慮し

た配管系全体の評価を行い、補強部位だ
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多くの結合部や支持部を有する配管系に

対してはこの視点が特に重要である。 

けでなく、各分岐部や各支持部の健全性

を確認している。 

- - （第２４回安全性検討会において構成員

から発言） 

内閣府で千島海溝・日本海溝の新たな最

大クラスの地震・津波の評価が出た。海

外では地震以外の津波の発生という課題

もあるので、こういう点については別の

機会に検討いただきたい。 

「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震で

想定される津波・地震動の概要報告」に

基づき東北電力にて改めて評価した結

果、基準津波・基準地震動ともに影響は

ないことを確認しており、原子力規制委

員会の技術情報検討会でも同様の判断

がなされている。 

また、地震以外の火山・海底地すべり等

による津波についても、海外の事例も踏

まえ、評価・分析・考慮している。 

常日頃から自然現象等に対する最新知

見の収集・分析に努めており、今後も最

新の知見を反映しながら、継続的な安全

性向上を図っていく。 

 

表４－８ 東北電力において対応中の意見 

論点 

番号 

報告の 

ページ 
構成員意見・要望 具体的な対応状況 

3 6 今後とも定期的に点検を進め、安全性を

確認していくことを望む。 

停止中に実施する地震後の健全性確認

は終了している。 

今後実施する起動前の系統試験や起動

試験で、確実に動作し、所定の機能を発

揮できることを確認していく。 

建屋の耐震壁等については、今後の定期

的な保守点検においてひび割れ等の点

検、保修を行っていく。 

4 7 今後とも定期的に点検を進め、安全性を

確認していくことを望む。 

5 8 今後とも定期的に点検を進め、安全性を

確認していくことを望む。 

6 9 今後とも定期的に点検を進め、安全性を

確認していくことを望む。 

17 22 客観性を担保するために、今後とも必要

な事項に関しては、第三者機関の知見を

活用してほしい。 

今後とも、地震後の建物・構築物の点検

計画及び点検結果の妥当性については、

「特別な保全計画」にも記載の通り、第

三者機関の確認を受けていく。 

21 29 点検記録の不備について、保安検査で指

摘されるまで気が付かなかったことを重

く受け止め、原子力規制庁の保安検査で

安全が保たれているのではなく、電力社

地震後設備健全性確認記録不備を踏ま

えた再発防止対策にあたっては、ミス

が発生しにくいような記録様式の改善

や記録ルールの明確化・徹底といった
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員や協力企業社員が安全を保っていると

いうことをしっかり認識してほしい。 

直接的な対策はもとより、組織や業務

運営上の問題点を分析し、新たな業務

に取り組むにあたっての責任者の配置

や品質保証部門の関与強化など、品質

保証体制の強化を図った。 

これらの対策を実施するにあたって

は、経営層から作業員まで様々なレベ

ルで数多くの対話活動を行い、業務品

質向上に向けた意識の徹底を行った。 

更に、こうした過去の品質保証にかか

る様々な事案の教訓を伝承し意識付け

するため、風化防止教育や品質月間に

おける諸活動を継続的に実施している

ところである。 

また、業務品質向上に向けた新たな取

り組みとして、より高い業務品質を目

指し期待される行動を「基本行動」と

して作成し、現場での行動観察でチェ

ックを行い指導・助言を行うことや、

所員および協力企業作業員一人ひとり

から改善に繋がる気付きを収集し対処

することで、改善活動を活発化させる

とともに改善意識を高揚するような取

り組みを行っている。 

再稼働にあたっては、このような新た

な取り組みについて、PDCAを廻しなが

ら、充実・強化に努めていくととも

に、業務品質改善の重要性と安全確保

への責任意識について、今後の風化防

止教育や品質月間における諸活動にお

いて意識付けを行っていく。 

22 31 品質保証活動は、過去に起こした不適合

やトラブルの再発防止意識を風化させな

いような取組みが重要であり、トップマ

ネジメントの強化をはじめ、絶えず PDCA

サイクルを回して安全性を向上させると

ともに、地元に対する風評被害の影響を

十分に認識した上で、県民の安心、信頼

が増すように意識して取組んでほしい。 

22 31 品質保証活動について、改善された時期

と、また違う別の指摘を受けるという時

期が繰り返しているような気がする。常

に前向きに進むように努力を緩みなく続

けていただきたい。 

22 31 設備の健全性や安全性に係る点検におい

ては、高い技術能力と正しい点検記録が

求められるという緊張感を持つことが、

県民の信頼性を築くうえで重要である。 

22 31 通常点検ではなく、特別点検のときにこ

そ実力が発揮されるのではという見方も

あり、本当に実力がついていればこうい

うことにはならないのではと思う。ハー

ド的な問題とは思っていないが、重大事

故を起こす可能性もあるのではと案じ

る。気を引き締めてやっていただきた

い。 

27 39 協力企業社員は、よりリスキーな場所で

作業にあたるケースが多いので、初動の

常駐体制の構築は非常に重要かと感じ

た。 

事故時の初動対応については、夜間・休

日を含め常駐要員４４名で対応する体

制を整備する予定であり、協力企業社員

を含め、体制構築の準備を進めていると

ころ。 

これら常駐要員については、協力企業

社員を含めて繰り返し訓練を行い、作
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業上の安全を確保しながら迅速に事故

収束に向けた活動ができるよう対応能

力の向上に努めていく。 

27 39 夜間・休日を含めた防災体制（指揮命令

系統）の構築にしっかり取り組んでほし

い。 

事故時の初動対応については、夜間・休

日を含め常駐要員４４名で対応する体

制を整備する予定であり、協力企業社員

を含め、体制構築の準備を進めていると

ころ。 

この中で指揮命令系統の明確化を含

め、確実に機能できる体制を構築して

いく。 

32 45 今後とも経年変化を注視してほしい。 耐震壁の初期剛性の低下の要因は、経年

的なコンクリートの乾燥収縮の影響と

3.11 地震等の地震動の影響との重畳に

よるものと考えている。 

初期剛性の低下は、終局耐力（建屋の強

度）には影響がないことを確認している

ものの、そのメカニズムについて、調査・

研究を継続していく。 

33 46 耐震壁の強度評価において、コンクリー

トと鉄筋の密着性について、経年的な観

点と地震による観点で解明できれば、よ

り地震応答解析におけるシミュレーショ

ンの信頼性向上に寄与すると考えるの

で、今後も地道に努力願いたい。 

43 57 地震ハザード曲線での 10-6等の数値につ

いて、県民は、それが本当に信頼できる

のか心配するところ。地震・津波の確率

論にも共通するが、特に低い確率ほど本

当に信頼できるのかと思われる。単純に

ハザード曲線で年超過率が最大加速度と

もに下がっていくという事だけでなく、

そこのところも慎重にやっていかなけれ

ばならないと思う。 

地震ハザードの信頼性については、今後

とも最新の知見を反映し、評価手法の高

度化に取り組んでいく。 

49 

再掲 

74 現在の監視カメラはかなり拡大できると

思われる。防波堤などに目盛を入れるこ

とで、カメラで目盛を見るだけで、津波

の来襲状況が分かるはず。 

津波水位については監視カメラの他に

水位計にて水位計測が可能であり、多

重性、多様性を持った津波監視を実施

する 

55 78 地震災害のハザード曲線と竜巻のハザー

ド曲線があれば、発電所全体として評価

すべきリスク評価のハザード曲線が想定

されると考える。ハザードの評価結果は

可能な限りオープンにしていく必要があ

ると考える。 

外的事象のＰＲＡについては、地震およ

び津波について原子力学会標準が整備

されており、これに基づき実施している

ところ。竜巻をはじめとするその他の外

的事象のＰＲＡについては、今後、原子

力学会標準の検討状況を踏まえ、実施を
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検討していく。再稼働後には、ＰＲＡの

評価を活用した安全性向上評価を実施

することとしており、その中で最新の結

果を公表していく。 

59 84 非常事態に対する事前準備と、実際に起

きたときにどれだけの対応力（量的対

処）があるか、両面から対策を見ておく

必要があると思う。 

新規制基準に基づき、様々な安全対策設

備を設置することとしているが、それら

を確実に設置することはもちろんのこ

と、適正に運用することも重要である。 

このため、訓練により習熟を図るととも

に検証・評価を通じて運用手順の継続的

改善を行っていく。 

66 93 災害対策で重要なのは、事前対策と事後

対策をそれぞれミスマッチのないように

実施する必要があるということ。事前対

策に力を入れれば、有事の際は楽にな

る。また、自社だけでクローズした対策

は絶対に NG であり、他社と協定を締結

し、日常から交流をもつことが重要であ

る。 

新規制基準に基づき、様々な安全対策設

備を設置することとしているが、それら

を確実に設置することはもちろんのこ

と、適正に運用することも重要である。 

このため、訓練により習熟を図るととも

に検証・評価を通じて運用手順の継続的

改善を行っていく。 

また、他電力との協力協定を締結し、

災害時の相互支援の仕組みを構築して

おり、このような協定の枠組みを活用

し、訓練等で交流を図っており、今後

とも継続して交流を実施していく。 

66 93 手順を覚えるだけの教育ではなく、その

手順の意味・背景もしっかり理解しても

らえるように教育をしてほしい。 

運転員や重大事故等対応要員への教育・

訓練については、机上での教育の他、シ

ミュレータ等を活用した実地訓練も行

い、知識と技能の両面から対応能力の向

上を図っていく。その中で、手順の意味

や背景について理解させるよう教育カ

リキュラムの工夫を行っていく。 

68 95 どのように大きな事故に至るのかは、な

かなか机上ではわからないこともあると

思うので、どうなったら事故が起こるの

かブレーンストーミングを行うなど、発

電所での教育の中に取り組んでいただき

たい。 

大きな事故に至る経緯などは、机上教育

に加えシミュレータ等を活用した実地

訓練でもブレーンストーミングを取り

入れながら、対応能力の向上を図ってい

く。 
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68 95 ＰＲＡはどこにリスクがあるのか示すも

のであることから、注意深く安全性への

想像を働かせながら、発生確率やイベン

トツリーを常に見直していただきたい。 

機器故障率の見直しやイベントツリー

の詳細化等、ＰＲＡモデルの高度化につ

いては、継続的に実施している。 

68 95 今後、ＰＲＡの評価手法（モデル）の進

歩を注視し最新の手法を用いたリスクを

定量的に示すことが必要である。 

ＰＲＡモデルの高度化の活動について

は、継続的に実施していく。 

再稼働後には、ＰＲＡの評価を活用し

た安全性向上評価を実施することとし

ており、その中で最新の結果を公表し

ていく。 

68 95 実際の重大事故発生時のような緊急時に

おいては、平常時と同じ能力発揮は困難

であり、教育訓練していても、実際の事

故になるとそうはうまくいかないという

点も解析をするうえでよく考えていただ

きたい。 

ＰＲＡ評価にあたっては、機器の故障や

ヒューマンエラー等、設計や手順通りの

対応ができない場合も考慮して評価し

ている。 

ＰＲＡモデルの高度化の活動について

は、継続的に実施していくこととして

おり、再稼働後に実施する安全性向上

評価において最新の結果を示してい

く。 

71 101 運転員を含め重大事故等対応要員につい

て、事故時のプラント挙動の理解のため

の教育は、今後も継続して、しっかりお

願いしたい。特に、対応手順の表面的な

理解だけではなく、なぜ、事故時の温度

や圧力がそうなっているのか、代替手順

があるのかなど、より本質的な理解がで

きる教育をお願いしたい。 

運転員や重大事故等対応要員への教育・

訓練については、机上での教育の他、シ

ミュレータ等を活用した実地訓練も行

い、知識と技能の両面から対応能力の向

上を図っていく。その中で、手順の意味

や背景について理解させるよう教育カ

リキュラムの工夫を行っていく。 

71 101 ＰＲＡによるリスク評価について、安全

対策を講じたことにより、どれだけリス

クが下がったのかを示し、安全対策によ

る効果がわかるようにしていただきた

い。 

重大事故対策を反映したＰＲＡの評価

については、再稼働後、ＰＲＡの評価を

活用した安全性向上評価を実施するこ

ととしており、その中で最新の結果を公

表していく。 

71 101 重大事故対策を並列化した際のＰＲＡ評

価は対象外とのことであるが、安全対策

を講じた際にどの程度リスク低減が図ら

れたか定量的な評価を示さないと説得力

がない。 
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72 103 一般の人にわかりやすく説明できるよう

にしてほしい。 

同上 

80 113 今後、地震・津波・火山噴火等の複合災

害に関する PRAの検討を続けてほしい。 

外的事象のＰＲＡについては、地震およ

び津波について原子力学会標準が整備

されており、これに基づき実施している

ところ。竜巻をはじめとするその他の外

的事象のＰＲＡについては、今後、原子

力学会標準の検討状況を踏まえ、実施を

検討していく。 

81 114 ヨーロッパの学生もデータの取扱いに一

部誤りがある。本来はやはり実験者のデ

ータをそのまま使い、評価に使えないデ

ータがある場合はその理由を示すべきで

あった。また、モデル実験の結果は PWR

プラントを念頭においたものであり、モ

デル号機と実機では圧力容器の照射脆化

等データが異なる部分もあるため、実機

においてはあまり実験結果に捕らわれ

ず、実機条件をよく考慮した評価・対策

を積み重ねていただきたい。 

水蒸気爆発については、過去の実験など

の結果から可能性は極めて低いことを

確認しているが、仮に格納容器の下部で

水蒸気爆発が発生したとしても格納容

器の健全性に影響を与えないことも解

析で確認している。 

さらに、水蒸気爆発が発生した場合のエ

ネルギーを低減するため、格納容器の下

部にコリウムバッファーを設置するこ

ととしている。 

86 131 様々な自主対策設備について、使い方を

教育・訓練するなどして、所員がきちん

と理解していなければいけない。今回の

さまざまな安全設備の増強で、より安全

性が高まったことは評価できるが、それ

らを使いこなす電力会社のエンジニアが

いなければ宝のもち腐れになる。このエ

ンジニアの能力の維持・向上が、今後の

大事な課題であり、長期的な視野で教

育・訓練、OJTに取り組んでいただきた

い。また、その取り組みを県民に見せて

理解してもらうことが信頼性の醸成や安

心につながる。 

運転員や重大事故等対応要員への教

育・訓練については、机上での教育の

他、シミュレータ等を活用した実地訓

練も行い、知識と技能の両面から対応

能力の向上を図っていく。その中で、

要員の世代交代があってもしっかり技

術が継承され、継続的に対応能力の維

持・向上が図られるよう、教育カリキ

ュラムの工夫を行っていく。このよう

な教育・訓練への取り組みについて

は、東北電力ホームページや発電所だ

より等の広報媒体を活用し、丁寧で分

かり易い情報発信に努めていく。 

87 132 GPS津波監視システムの更なる有効活用

のため、将来的に以下の改善が望まれ

る。 

－現状、２つの波浪計を活用することを

現状でも、２つのうち１つが使用不能で

も予測が可能なシステムとしているが、

津波監視システムの高度化（データ取得

方法、解析・予測手法等）を検討中であ
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前提としているが、１つが使用できない

場合の対応や観測波源の拡大 

り、この中でさらなる多重化・信頼性向

上策について検討中。 

87 132 GPS津波監視システムの更なる有効活用

のため、将来的に以下の改善が望まれ

る。 

－発電所の運転停止判断やサイト内の避

難誘導への活用 

GPS 津波監視システムで津波の発生を感

知してから、発電所に津波が到達するの

は、波源位置にもよるが概ね１５分から

２０分後である。 

津波襲来時には湾岸部での作業員の避

難が初動対応としては重要であり、でき

るだけ早期に避難できるよう、津波注意

報や津波警報が発生した時点で、避難指

示を行うこととしている。 

現在、津波監視システムの高度化（デー

タ取得方法、解析・予測手法等）を検討

中であり、システム高度化によって得ら

れるデータの効果的な活用について検

討していく。 

87 132 GPS津波監視システムで得られる津波の

情報について、予測から津波到達まで人

がどれだけの事をできるかを踏まえた上

で発電所の運転にどう生かすか検討して

ほしい。 

87 132 地震の早期警報システムのように津波に

ついても予測精度向上のため、独自に別

系統のシステムを組むとかで冗長性を高

める必要があるのではないかと思う。 

津波監視システムの高度化（データ取得

方法、解析・予測手法等）を検討中であ

り、この中で多重化・信頼性向上策につ

いて検討中。 

88 133 過去だけでなく、今後、国内外で起きた

地震被害もデータベースに取り込み地震

対策のシナリオ作成に反映してほしい。 

常日頃から地震に対する最新知見の収

集・分析に努めており、今後も最新の知

見を反映しながら、継続的に調査・研究

を実施し安全性向上を図っていく。 

89 134 継続的な訓練とその結果に基づく訓練方

法等の改良を進めてほしい。 

新規制基準に基づき、様々な安全対策設

備を設置することとしているが、それら

を確実に設置することはもちろんのこ

と、適正に運用することも重要である。 

このため、訓練により習熟を図るととも

に検証・評価を通じて運用手順の継続的

改善を行っていく。 

また、訓練にあたっては夜間や冬季等の

厳しい環境条件を想定した訓練を実施

する等の工夫を実施しており、今後も継

続的に訓練方法の改善も行っていく。 

- - （第２４回安全性検討会において構成員

から発言） 

新規制基準適合性審査への対応や各種

安全対策工事の着実な実施等について、

日常の接触機会を通じて地域の皆さま
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事業者や原子力規制庁には、今後とも、

一般市民の疑問や意見に耳を傾け、その

意図するところを十分に汲み取って、丁

寧に説明していただきたい。 

とのきめ細かな対話活動を行うととも

に、東北電力ホームページや各種パンフ

レット等のさまざまな広報媒体を活用

した情報提供や、実際に発電所の安全対

策をご覧いただく施設見学会等の理解

活動に継続して取り組んでいるところ。 

このほか、立地地域で行っている全戸訪

問等を通じて地域の皆さまの声をしっ

かりと受け止め、日頃からの対話を積み

重ねるなど、理解活動については従来に

も増して丁寧に取り組んでいるところ

である。 

東北電力としては、今後もこうした活動

等を積み重ね、東北電力の取り組みにつ

いて一人でも多くの方からご理解が得

られるよう、丁寧で分かり易い説明に努

めていく。 

- - （第２４回安全性検討会において構成員

から発言） 

事業者には、新規制基準その他の技術基

準に適合していることで満足するのでは

なく、不断の努力によって安全性の維

持・向上を図ることが求められているの

で、引き続き努力を続け、その姿を示し

ていくことが必要である。 

新規制基準への適合に留まらず、「安全

対策に終わりはない」という確固たる信

念のもと、より高いレベルでの安全確保

に向けて、最新の知見も取り入れなが

ら、安全対策工事を着実に進めるととも

に、各種訓練の充実を図るなど、設備・

運用管理の両面から、さらなる安全性の

向上に継続して取り組んでいくととも

に、地域の皆さまのご理解が得られるよ

う全社を挙げたさまざまな理解活動に

引き続き、取り組んでまいりたい。 

- - （第２４回安全性検討会において構成員

から発言） 

震災を受けたプラントが新規制基準を満

たすだけの施設として足り得るかどうか

という事を十分検討することが今後必要

となる。 

新規制基準適合性に係る建屋、機器・配

管系の耐震設計においては、震災の影響

を受けたプラントであることから、建屋

の初期剛性低下を考慮した地震応答解

析を実施し、耐震安全性を確認していく

こととしており、その内容について工事

計画認可の審査で説明していく。 
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- - （第２４回安全性検討会において構成員

から発言） 

今の知見で安全であっても現在予測でき

ないことが将来起こることがある。新知

見が得られた場合にはそれに基づいて建

屋の健全性、安全性の見直しを速やかに

行っていただきたい。 

常日頃から自然現象等に対する最新知

見の収集・分析に努めるとともに、主要

な建屋では地震後の健全性評価に有効

となる地震観測を建設時より継続して

実施している。今後も最新の知見を反映

しながら、継続的に調査・研究を実施し

安全性向上を図っていく。 

- - （第２４回安全性検討会において構成員

から発言） 

3.11地震で鉄筋ひずみが大きかった箇所

やその周辺にセンサーを配置する等して

地震観測を充実させ、構造特性のモニタ

リングを行い、構造特性診断を継続して

いただきたい。シミュレーション解析に

よる健全性診断は建屋モデルの精度に依

存するので地震観測や自動測定等を活用

して建屋モデルの精度の向上を図り、不

測の事態が起こらないように努めていた

だきたい。 

主要な建屋には、数多くの地震計を設置

し周密な観測網を整備して地震観測を

実施しており、新設する建屋への設置も

計画している。 

また、地震後には、地震観測記録と建屋

シミュレーション解析の結果を分析し、

建屋モデルの精度向上を図ってきてい

る。今後も、このような取り組みを継続

し、更なる安全性向上を図っていく。 

- - （第２４回安全性検討会において構成員

から発言） 

ＢＷＲの場合、放射能を含んだ流体がタ

ービン系に流れるが、復水器の中で冷却

水系と交わるので、そこで配管が壊れる

と海に流れてしまう。そのように、重要

度の低い設備が壊れると全体の問題にな

るので、耐震重要度の低い設備が損傷し

た時に重要度が高い設備に影響を及ぼす

ことはないかという点について考えない

といけない。 

耐震クラスの低い設備の破損による漏

えいについては、内部溢水対策として対

応しており、放射性物質が外部に漏えい

しないよう管理することも防護方針の

一つとして設計している。 

また、設備の耐震評価にあたっては、耐

震クラスの低い設備の破損による安全

上重要な設備への波及影響の観点でも

評価を実施しており、波及影響がないよ

うな設計としている。 

- - （第２４回安全性検討会において構成員

から発言） 

女川２号機の安全対策に関して、マルチ

ハザード（複合災害）の観点を考慮しな

がら、事前対策と事後対策がミスマッチ

のないような対策が望まれる。 

女川２号機の安全対策においては、自然

現象の重畳についても検討し、設備面と

運用面での対策を組み合わせ、安全性を

確保するよう設計している。 

マルチハザードの対応にあたっては、必

要な設備を確実に設置することはもち

ろんのこと、適正に運用することも重要

である。 
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このため、訓練により習熟を図るととも

に検証・評価を通じて運用手順の継続的

改善を行っていく。 

- - （第２４回安全性検討会において構成員

から発言） 

女川２号機の安全対策は国内のＢＷＲプ

ラントと同等若しくは同等以上と理解し

ているが、それでも女川２号機は絶対安

全と言える訳ではない。東北電力には今

後とも安全向上の一層の努力をしていた

だきたい。 

新規制基準への適合に留まらず、「安全

対策に終わりはない」という確固たる信

念のもと、より高いレベルでの安全確保

に向けて、最新の知見も取り入れなが

ら、安全対策工事を着実に進めるととも

に、各種訓練の充実を図るなど、設備・

運用管理の両面から、さらなる安全性の

向上に継続して取り組んでいるところ

であり、今後も継続していく。 

- - （第２４回安全性検討会において構成員

から発言） 

東北電力は、安全性検討会においてこれ

まで出された意見を真摯に受け止めて対

応していただきたい。また、原子力発電

所の全体システムの機能確認・試験等に

ついてもしっかり実施し、県民に対して

丁寧に説明を行っていただきたい。 

各構成員より頂戴したご意見等も踏ま

えながら、今後も、より高いレベルの安

全性向上対策に取り組んでいく。また、

今後実施する起動前の系統試験や起動

試験で、各設備が確実に動作し、所定の

機能を発揮できることを確認していく

とともに、その実施状況については、丁

寧で分かり易い情報発信に努めていく。 

 

表４－９ 東北電力において今後対応する意見 

論点 

番号 

報告の 

ページ 
構成員意見・要望 具体的な対応状況 

2 3 点検後にきちっと同じ動作ができるかど

うかというのがポイントになるので、点

検後の動作確認はしっかり行ってほし

い。 

今後実施する起動前の系統試験や起動

試験で、確実に動作し、所定の機能を

発揮できることを確認していく。 

31 44 今後、機器・系統は、試運転等で運転時

の健全性を確認してほしい。 

43 57 基準地震動の超過確率について、国の審

査ガイドで要求されているから評価した

という説明ではなく、原子力発電所の設

置者として、例えば他プラントと確率論

で示す数値の意味合いを比較して示すと

か、県民から見て安全であるということ

を言っていただきたい。 

再稼働後には、ＰＲＡの評価を活用した

安全性向上評価を実施することとして

おり、その中で、基準地震動の超過確率

やそれを踏まえた地震ＰＲＡの評価の

最新結果を公表していく。安全性向上評

価の公表にあたっては、プラントの安全
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性がどのように向上したのか分かり易

く情報発信していく。 

43 57 他の構成員が指摘しているとおり、ここ

までは大丈夫だという県民目線で説得力

のある説明をすることが大事。 

安全性向上評価においては、ＰＲＡの評

価に加えて、どの程度の地震まで耐えら

れるか等、決定論的な強度評価も合わせ

て実施することとしている。 

安全性向上評価の公表にあたっては、

このような評価結果を用いて、プラン

トの安全性がどのように向上したのか

分かり易く情報発信していく。 

43 57 基準地震動の年超過確率について、規制

庁は何のためにこの評価を電力に要求

し、これをどのようにものづくりに反映

していくのかを知りたい。全国の発電所

の配置をハザードに従って全体管理する

という使い方があるかと思うが、何のた

めの評価なのか、電力の立場を明確にし

ておく必要があると思う。 

基準地震動の年超過確率の評価は、決定

論に基づき策定した基準地震動につい

て、確率論の観点から、その超過確率の

レベルがどの程度に相当するかを確認

する目的で実施している。 

また、再稼働後には、安全性向上評価

において基準地震動の超過確率やそれ

を踏まえた地震ＰＲＡの評価を行うこ

ととしており、自主的安全性向上のた

めの対策立案に活用していく。 

53 75 防波堤の点検を定期的に実施してほし

い。 

防潮堤については、再稼働後の定期事業

者検査において、継続的な点検を行って

いく。 

なお、防波堤についても、定期的に巡視・

点検を実施している。 

54 77 竜巻運用対策の実施基準（竜巻警戒レベ

ル）を策定するにあたり、現状にとどま

らず、常に最新知見（実績）の反映をお

願いしたい。 

今後、竜巻等の自然災害に対する運用手

順を整備していくこととしており、最新

の知見を運用対策に反映することで、継

続的な安全性向上を図っていく。 

54 77 竜巻などの自然災害で予想外のことが起

きた場合に備えて、指示系統を整備して

欲しい。 

今後、竜巻等の自然災害に対する運用手

順を整備していくこととしており、その

中で指揮命令系統の明確化を含め、確実

に機能できる体制を構築していく。 

54 77 竜巻運用対策の実施基準（竜巻警戒レベ

ル）を策定する際に、気象庁の竜巻情報

を活用するとのことであるが、情報の確

度（警報頻度、実際の発生実績）によ

り、常に退避レベルとなっては運用上支

今後、竜巻等の自然災害に対する運用手

順を整備していくこととしており、実効

性向上のため、運用実績を踏まえて継続

的に見直し、改善していく。 
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障が生じることから、実態と即した基準

となるよう努めて欲しい。 

55 78 沖に設置されているＧＰＳ波浪計という

のは、実は水位だけじゃなくて風速も値

があるので、これも活用していただくと

空間的に非常にカバーできるかと思う。 

竜巻に対しては、気象庁において、気象

観測網から得られたデータを解析し竜

巻の発生を予測する「竜巻発生確度ナウ

キャスト」が整備されており、この予測

情報等を活用することとしている。 

 

60 86 地すべりの評価を例に国が示す土砂災害

危険箇所図等の図上での評価だけではな

く、地質の専門家を含めて事業者として

現地踏査を行ったことも根拠にしている

ことも示し「県民が安心する説明」とい

うことを心掛けた方がよい。 

女川２号機の安全対策等については、東

北電力ホームページや発電所だより等

の広報媒体を活用しながら、丁寧で分か

り易い情報発信を行うこととしており、

今後は、例えば、評価結果を示すだけで

なく、評価結果の信頼性を示す等、県民

の皆さまの目線に立って安心いただけ

るような説明に努めていく。 

63 89 溢水した流体が放射性物質を含む流体か

どうかによって、対策が全く異なる。今

後、外部の方への説明の際は、溢水した

流体の放射性物質有無などを踏まえわか

りやすく説明して頂く方が良い。 

内部溢水対策は、放射性物質が外部に漏

えいしないよう管理することも防護方

針の一つである。 

今後、内部溢水対策を対外的に説明する

際には、このような防護方針を含め丁寧

に説明していく。 

なお、放射性物質を含む水が漏えいする

トラブルが発生した場合、速やかにプレ

スリリースしているが、プレス資料に

は、放射性物質の検出有無をはじめ、放

射能量や国の基準との比較について明

記している。 

65 91 可搬型放射線計測装置等を配備するとあ

るが、敷地の大きさに対してサーベイメ

ータの数が少ないのではないか。規制要

求の数のみならず、実際、常備している

モニタリング設備についても県民への説

明が必要。 

女川２号機の安全対策においては、規制

要求を満足することに留まらず、例え

ば、サーベイメータの数量を余裕を持っ

て確保する等、自主的な安全性向上に努

めている。 

今後、女川２号機の安全対策について

は、このような自主的な取り組みを含め

丁寧に説明していく。 
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69 97 津波ＰＲＡにおいて、海底砂の移動に関

して基準津波に対して砂が取水口を塞が

ないことを確認していること、堆積して

もポンプの吸い込みのところに至らない

点を確認したことで、ＰＲＡ上は入れて

いないということについて、今は対応で

きるかもしれないが、将来的にはわから

ないので、最初から外すということは理

解できない。 

海底砂移動の影響については、今後の点

検実績や最新の知見からプラントへの

影響が考えられる場合には再稼働後に

実施する安全性向上評価において、評価

についての検討を行う。 

74 106 シミュレータによる運転員の訓練におい

て、運転員が十分に対応できるように訓

練してほしい。 

運転員への教育・訓練については、机上

での教育の他、シミュレータ等を活用し

た実地訓練も行い、知識と技能の両面か

ら対応能力の向上を図っていく。その中

で、手順の意味や背景について理解させ

るよう教育カリキュラムの工夫を行っ

ていく。 

75 107 ＰＡＲの機能試験を現場で行うことや、

試験により触媒の耐用年数を確認するこ

とにより、安心につながるのではない

か。 

ＰＡＲ設置後は、定期的な機能性能試験

により状態を確認するとともに、その結

果を踏まえ触媒の取替えを計画してい

くこととしている。 

75 107 ＰＡＲの能力等に係る新たな技術的知見

が確認されたら、設置台数を含め適切に

対応してほしい。 

ＰＡＲの能力を含め発電所の設備につ

いては、最新の知見を反映し、継続的な

安全性向上を図っていく。 

76 108 代替循環冷却系が想定通りに機能しなか

ったときなど、フィルタベントの判断に

あたって、メリット・デメリットをしっ

かり評価したうえで、判断が遅れること

のないように予め考えていただきたい。 

フィルタベントの運用手順を今後整備

することとしており、この中で、ベント

基準を明確にし、判断に遅れが生じるこ

とがないようにする。 

また、確実に運用できるよう訓練によ

り習熟を図り、訓練による検証・評価

を通じて運用手順の継続的改善を行っ

ていく。 

77 110 可搬型設備について、ホース敷設の実効

性を踏まえ現実的な設備を期待する。 

可搬型設備については、ホース敷設を含

め運用手順を今後整備することとして

おり、確実に運用できるよう訓練により

習熟を図っていく。さらに、訓練による

検証・評価を通じて運用手順の継続的改

善を行っていく。 
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78 111 公衆被ばくについては、住民にわかりや

すく説明できるようにしてほしい。 

女川２号機の安全対策や審査状況等に

ついては、東北電力ホームページや発電

所だより等の広報媒体を活用しながら、

丁寧で分かりやすい情報発信を行うこ

ととしており、事故時の放出量など評価

結果やその影響等について、県民の皆さ

まの目線に立って安心いただけるよう

な説明に努めていく。 

81 114 フィルタベントは、放射性物質の放出量

を抑制するカギであるため、健全に機能

するよう、運用面も含めて習熟させる

等、しっかり備えていただきたい。 

フィルタベントについては、運用手順

を今後整備することとしており、確実

に運用できるよう訓練により習熟を図

っていく。さらに、訓練による検証・

評価を通じて運用手順の継続的改善を

行っていく。 

81 114 原子炉内の燃料デブリについては、福島

第一事故の知見が都度出てくるので、し

っかり情報入手の上、適宜、有効性評価

に反映していただきたい。 

燃料デブリを含め東京電力福島第一原

子力発電所事故に関して新たな知見が

確認されれば、有効性評価や設備の設計

等に反映し、継続的な安全性向上を図っ

ていく。 

82 119 ブローアウトパネル閉止装置について、

遠隔ではなく人力による閉止時における

密閉性など、期待される機能が発揮でき

るか検査等で確認すること。 

ブローアウトパネル閉止装置等、新たに

導入する設備に対しては、今後実施する

使用前事業者検査において、確実に動作

し、所定の機能を発揮できることを確認

していく。 

- - 多様な安全設備を適切に運用する人間の

スキルの大事さについて、今回の検討会

で説明した事業者の方々は十分に認識し

ていると感じたが、今後数十年後の将来

の世代にしっかり引き継いでいくことが

特に大事だと思っている。ハードウェア

の劣化よりも人間のスキルの劣化の方が

深刻な可能性があるということを懸念し

ており、今後再稼働できたとしてもその

先の長い運転期間においても、ハード設

備の維持だけでなく、教育・訓練を通じ

て人間のスキルの維持・改善をお願いし

たい。 

運転員や重大事故等対応要員への教育・

訓練については、机上での教育の他、シ

ミュレータ等を活用した実地訓練も行

い、知識と技能の両面から対応能力の向

上を図っていく。その中で、要員の世代

交代があってもしっかり技術が継承さ

れ、継続的に対応能力の維持・向上が図

られるよう、教育カリキュラムの工夫を

行っていく。 
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（３）宮城県知事、女川町長及び石巻市長による女川原子力発電所の視察 

  日  時 令和２年８月６日（木）午前１１時から午後３時４０分まで 

  視 察 者 宮城県知事 村井嘉浩、女川町長 須田善明、石巻市長 亀山紘 他 

  対 応 者 東北電力株式会社取締役社長 樋口康二郎 他 

  視察場所 東北電力女川原子力発電所２号機建屋内 

        ・フィルタベント装置 

        ・水素再結合装置 

        ・建屋耐震工事、ひび補修 等 

       屋外設備 

        ・防潮堤 

        ・淡水貯水槽 

        ・緊急時対策建屋設置予定場所 

        ・可搬型重大事故等対処設備（大容量送水ポンプ、熱交換器ユニット） 

        ・防火帯 等 

  目  的 女川原子力発電所２号機について、新規制基準への対応に伴う地震・津波対策や重大事

故対策等の状況を現地で確認すること。 

  結  果 東北電力株式会社から事前協議を受けた宮城県、女川町及び石巻市の各首長が、自ら安

全対策工事が着実に進められている状況を確認した。 

 

（４）関係自治体による安全性検討会における構成員からの意見に係る事業者の対応状況確認調査 

  日  時 令和２年８月２８日（金）午後１時３０分から午後５時１０分まで 

  実施場所 東北電力株式会社本店 

  目  的 安全性検討会で出された意見への対応状況を確認し、事前協議への回答の参考とする

こと。 

  結  果 「対応済」や「対応中」の項目については、その状況がわかる根拠資料を中心に確認し、

「今後対応」とされた項目については、今後どのように対応するかの考え方を中心に確認

した。 

       本調査によって、安全性検討会において構成員から指摘を受けた事項について、対策が

講じられることを確認したが、「対応中」や「今後対応」とされた項目については、継続

して確認することとした。 
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（５）まとめ 

   原子力規制委員会による審査結果及び安全性検討会で得られた専門家からの参考意見を踏まえ、

安全協定の趣旨に基づき地域住民の健康を守り生活環境の保全を図る観点から検討した結果は、

以下のとおり。 

 

    イ 東日本大震災後の施設の健全性について 

      ➢ 安全性検討会において、以下の建物・構築物や機器・系統の健全性確認の妥当性等、東

日本大震災後の施設の健全性について東北電力からの説明を踏まえ検討した。 

・原子炉内の点検方法や点検結果について 

・設備健全性の確認方法について 

・平成２６年の設備健全性確認点検の記録不備にかかる原因と再発防止対策について 

・津波の調査結果及び津波による設備被害について 

・設備被害による波及影響等について 

・震災時の運転員等の対応の妥当性と課題・今後の対応について 

・地震影響に伴う点検・評価結果について 

➢ その結果、点検後の動作確認をしっかり行うこと等の意見があったものの、適切に対応

する旨の東北電力からの説明を受け、施設の健全性を否定する意見は出されなかった。 

➢ 施設の健全性については、今後、原子力規制庁において、工事計画認可及び、原子力規

制検査において確認がなされることになる。 

➢ 以上のことから、東日本大震災後の施設の健全性は確保されるものと判断した。 

 

    ロ 新規制基準への適合について 

     ➢ 原子力規制委員会は、 

① 事業者が発電用原子炉施設を設置変更するために必要な技術的能力があること 

② 重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力や

運転を適確に遂行するに足りる技術的能力があること 

③ 発電用原子炉施設の位置、構造及び設備が核燃料物質若しくは核燃料物質によって

汚染された物又は発電用原子炉による災害の防止上支障がないものとして原子力規制

委員会規則で定める基準に適合すること 

を確認し、東北電力が行った申請が原子炉等規制法に適合しているものと認めた。 

 

    ハ 新規制基準に適合することにより向上する安全性について 

     ➢ 安全性検討会において、以下の地震や津波への対応、重大事故等対処施設等、新規制基

準に適合することにより向上する安全性について、東北電力からの説明を踏まえ検討し

た。 

・基準地震動や耐震設計方針の妥当性 

・基準津波や耐津波設計方針の妥当性 
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・竜巻・火山・外部火災などのその他の自然現象対策の妥当性 

・内部火災・内部溢水の対策の妥当性 

・外部電源の信頼性及び復旧状況 

・放射線監視体制の強化、情報提供の在り方 

・確率論的リスク評価による安全性の向上 

・重大事故対策に対する有効性評価 

・水素発生防止対策や格納容器フィルタベント設備の運用の妥当性 

・格納容器破損防止対策の有効性評価の妥当性 

・制御室・緊急時対策所などの事故対応の基盤整備 

・震災や過去の地震被害の対応で得られた教訓・課題と対応 

・震災以降の防災訓練の充実化や原子力発電所のテロ対策 

➢ その結果、教育訓練の重要性や事故解析時の注意事項等の意見があったものの、適切に

対応する旨の東北電力からの説明を受け、向上する安全性を否定する意見は出されなか

った。 

     ➢ 以上により、新規制基準に適合することにより向上する安全性については確保される

ものと判断した。 

 

   以上により、平成２５年１２月２６日に東北電力から協議のあった原子炉施設の変更を行うに

あたり、運転に求められる安全性については確認できたものと考えられる。 
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